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は じ め に 

 

介護保険制度は，平成１２年４月にスタートして以来，社会全体で高齢者の安心した生活を支

える仕組みとして定着してきましたが，高齢社会の進展や制度の定着に伴って介護サービス利用

者が急増し，介護サービス事業者数も飛躍的に増加しています。 

このような中，平成１８年４月に「高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律」（高齢者虐待防止法）が施行され，高齢者虐待における通報義務や行政の役割が明確に

されることにより，高齢者虐待防止等の取組について推進が図られているところです。 

しかしながら，養介護施設従事者等による深刻な高齢者虐待等の事案が全国的に発生しており，

一層の対策強化を図ることが急務となっております。 

本県では，高齢者の権利擁護等を推進するため，医療・福祉の専門家や有識者等で構成する茨

城県高齢者権利擁護対策推進委員会を設置し，養介護施設や在宅における虐待防止対策等につい

て協議を進めております。また，介護保険施設等において身体拘束廃止などを推進する人材を養

成するため，高齢者権利擁護推進員養成研修を開催するなど，様々な取り組みを進めてきました。 

本報告書は，平成１９年度と平成２１年度に実施してきた「茨城県高齢者権利擁護等実態調査」

のその後の経過を把握するため，平成２７年度に実施した調査をまとめたものです。前回の調査

以降，高齢者の生活の場は多様化し，高齢者の福祉施設や事業所数も増加している背景も踏まえ，

新たに地域密着型サービスやサービス付き高齢者向け住宅についても新たに調査対象とし，その

実態，認識及び取組状況について，把握に努めたところです。 

本報告書が，養介護施設等従事者や市町村等の介護保険・高齢福祉担当者の業務の参考として

広く活用され，高齢者の権利擁護対策の一助となりましたら幸いです。 

結びに，調査の取りまとめにあたり，ご指導をいただきました茨城県高齢者権利擁護対策推進

委員会の瀧澤利行委員長，調査結果の集計・分析等にご尽力をいただきました茨城県立医療大学

の安川揚子准教授をはじめ，貴重なご意見を頂戴した委員の皆様，調査にご協力いただきました

関係各位に厚くお礼申し上げます。 

 

 

平成２９年３月 

茨城県保健福祉部長寿福祉課長    

杉 山 順 彦   
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Ⅰ 平成２７年度茨城県高齢者権利擁護等実態調査について

１ 目的

この調査は，茨城県内の介護保険施設・事業所，老人福祉施設等 以下「施設」という。 におけ

る身体拘束廃止，高齢者虐待防止などの権利擁護体制について，その実態，認識及び取り組み状況

を把握し，今後の高齢者権利擁護の推進を図るための資料を得ることを目的とした。

なお，今回の調査は，「高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」 以下

「高齢者虐待防止法」という。 が施行されてから行われた平成１９年度と平成２１年度の調査に続

き３回目の調査となる。

２ 調査実施機関

茨城県保健福祉部長寿福祉課地域ケア推進室

３ 調査対象

県内において指定 平成２７年８月１日現在 を受けている次の１，０９０施設を調査対象とした。

○介護保険施設 ３５５施設

介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養型医療施設

○老人福祉施設 １７４施設

有料老人ホーム，養護老人ホーム，軽費老人ホーム

○地域密着型サービス ３９８施設 ※今回から新たに調査対象に追加

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護，認知症対応型共同生活介護，小規模多機能型

居宅介護，看護小規模多機能型居宅介護

○サービス付き高齢者向け住宅 １６３施設 ※今回から新たに調査対象に追加

４ 調査方法

郵送により調査対象施設に調査票 無記名式 を配布した。

５ 調査期間

平成２７年１０月５日から１０月１１日の１週間を設定し，提出期限は，平成２７年１１月２日と

した。

６ 回収状況

有効回収数は６３１で，回収率は５７．９％であった。
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Ⅱ 結果の概要

１ 身体拘束の実施状況

○ 施設全体の身体拘束率 調査期間中における全利用者の利用日数に占める身体拘束の延べ実施日数

の割合 は，平成１９年度の６．５％，平成２１年度の５．７％よりも減尐し，４．３％ 新規調査対

象施設を含めた身体拘束率は４．１％ となった。 表１４－１－①，表１５

○ 施設種別の身体拘束率は，介護療養型医療施設が２２．０％で最も高い一方，軽費老人ホーム，小

規模多機能型居宅介護，サービス付き高齢者向け住宅では１％未満であった。 表１４－１－①

○ 介護老人福祉施設及び介護老人保健施設では，調査ごとに身体拘束率が減尐している。特に介護老

人保健施設は，平成１９年度から６ポイント減尐し４．４％となった。 表１５

○ 身体拘束を実施している施設は，全体の３６．５％であるが，介護保険施設では５９．９％，特に

介護療養型医療施設では７５．０％の施設が実施していた。 表１４ ２

○ 身体拘束率が１０％以上の施設の割合が最も高い施設種別は，介護療養型医療施設の６２．６％で

あるが，平成２１年度からは１６．７ポイント減尐している。 表１６

○ 被身体拘束者の「要介護度」「認知症高齢者の日常生活自立度」「要介護認定者のうち障害高齢者

の日常生活自立度 以下「寝たきり度」という。 」は，それぞれの状態が重度化するほど，利用者に

占める被身体拘束者の割合が高くなっている。 表４１～４３

○ 身体拘束の内容で多いものは，「チューブを抜かないようにミトン使用」「ベッド柵で囲む」「車い

すずり落ち防止ベルト」「つなぎ服」等であった。 表１７，表４４

２ 身体拘束廃止に係る施設内体制

○ 身体拘束に対する施設の対応方針について「特に方針を掲げず，担当者の判断」としている施設は，

全体の０．６％であり，大部分の施設では何らかの対応方針を持っていた。 表１８

○ 軽費老人ホーム，小規模多機能型居宅介護，看護小規模多機能型居宅介護及びサービス付き高齢者

向け住宅では，それぞれの半数以上の施設が身体拘束を「一切行わない方針」としていた。 表１８

○ 「身体拘束廃止を推進する体制と仕組み」は，介護保険施設の９８．７％，地域密着型サービスの

８５．１％の施設に，老人福祉施設では６３．６％，サービス付き高齢者向け住宅では４４．３％に

留まっている。 表２０

○ 「身体拘束廃止検討委員会」は，全体の６５．４％の施設で設置されており，特に介護保険施設の

８９．８％の施設で設置されていた。また，従事者・その他関係者の意識啓発のための取り組みは，

全体の約半数の施設で実施されていた。 表２１

○ 調査票記入者の８０％以上は，身体拘束廃止に向けた自施設の取り組みの現状に対し，「十分」又

は「だいたい十分」と考えていた。 表２２

○ 身体拘束を行う「緊急やむを得ない場合」の３要件については，「切迫性」として「経鼻経管栄養

を実施する時のチューブの自己抜去に伴う身体上の危険」等を，「非代替性」として「常時の介護者

による見守りの困難」等を，「一時性」として「車イス乗車時」「夜勤職員１人の時」「他の入居者

の介護中」「食事準備中」等があげられていた。 表４５

３ 施設内での権利擁護の体制

○ 適切にサービス提供がなされているか否かを確認していない 不明を含む 施設が全体の１３．１％

あった。 表２４

○ 苦情相談窓口の設置や苦情相談方法について，家族等への説明のいずれも実施していない施設が全

体の０．６％あった。 表２５
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○ 全体の９７．６％の施設においては，利用者等の求めに応じて援助に関する記録を開示している。

開示をしていない施設種別としては，介護療養型医療施設 １１．１％ やサービス付き高齢者向け住

宅 ７．１％ 等が比較的多かった。 表２６

○ 施設利用時に「金銭を預からない」としている施設は，看護小規模多機能型居宅介護 １００％ ，

介護療養型医療施設 ７２．２％ ，介護老人保健施設 ５５．６％ ，軽費老人ホーム ５１．６％

で多く，認知症対応型共同生活介護 １７．９％ が最も尐なかった。 表２７

○ 「成年後見制度」や「日常生活自立支援事業」について，利用者や家族に説明していない 不明を

含む 施設が３５．３％あった。 表２８

○ 高齢者虐待防止法の説明や研修を実施 計画を含む していない施設は，養護老人ホームを除き平成

２１年度から増加し２０％になった。 表２９，グラフ１９

４ 利用者に対する施設全体の権利擁護体制

○ 施設において，権利擁護業務を中心的・指導的に行っている者の職名は，管理者 ５７．８％ ，相

談員 １２．７％ ，介護支援専門員 ９．１％ 等であった。 表３０

○ 県が開催する高齢者権利擁護推進員養成研修の参加率は，平成２１年度から５２．２ポイント増加

し９６．２％となった。 表３１

○ 権利擁護体制を検討する委員会や検討会を設置していない施設は，介護保険施設では２．２％に過

ぎないが，軽費老人ホーム，サービス付き高齢者向け住宅，養護老人ホーム，看護小規模多機能型居

宅介護では５０％以上の施設が設置していない。 表３２

○ 権利擁護体制を検討する委員会について，介護保険施設の６９．１％の施設は月に１回は開催して

いる。地域密着型サービスでは年２回以下の開催としている施設が４４．９％であった。 表３３

○ 権利擁護に関する研修会は，全体の８６．８％の施設で実施していたが，老人福祉施設やサービス

付き高齢者向け住宅の約３０％の施設では実施されていなかった。 表３５

５ 高齢者虐待の防止対策及び対応策

○ 高齢者虐待の防止対策及び対応策としては，認知症関連研修の実施 外部研修への参加を含む が多

かった。 表３７

６ 施設内でおきた権利侵害に係る状況

○ サービスに対する苦情等は，全体の２５．５％の施設であったが，平成２１年度から１０．４ポイ

ント減尐している。特に介護老人保健施設では４１．３ポイント減尐し８．７％となった。 表３８

○ 施設で確認できた高齢者虐待の件数は，平成２１年度から１．６ポイント減尐し，全体の２．６％

となり，また，介護老人保健施設と認知症対応型共同生活介護においては，各年度で虐待事例が確認

されているが，軽費老人ホームでは虐待事例が確認されていない。 表３９

○ 高齢者虐待の内訳は，心理的虐待１１件，ネグレクト９件，身体的虐待６件，経済的虐待１件であ

り，性的虐待は確認されなかった。 表４０

７ 高齢者権利擁護等に関する要望や提言

○ 身体拘束については，医療的ケアや本人の安全確保のため最小限の拘束が発生する。

○ 権利擁護や虐待防止には，職員の処遇改善も必要である。

○ 研修会の充実が必要である。
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Ⅲ 調査結果

平成２７年度高齢者権利擁護等実態調査結果と平成１９年度・平成２１年度の調査結果との比較

１ 回収・回答状況

表１は，調査票の回収率を示したものである。

平成１９年度・平成２１年度は各施設種別とも７０％を超えていたが 平成２７年度は４０～８５％台

とばらつきがあった。 ※平成２７年度から無記名式調査とした。

表１ 調査票配布数及び有効回収数・回収率

平成19年度

配布数 有効回収数 回収率 配布数 有効回収数 回収率 回収率※３

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

小計

有料老人ホーム※１

養護老人ホーム

軽費老人ホーム※２

小計

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

小計

サービス付き高齢者向け住宅

合　　計

施設種別

平成27年度 平成21年度

 
※１ 平成１９年度・平成２１年度は特定施設入居者生活介護指定のみ。

※２ 平成１９年度・平成２１年度はケアハウスのみ。平成２７年度はケアハウスとＡ型を含む軽費老人ホーム

※３ 平成１９年度は，調査票毎に回収数が異なるため，合計した回収率のみ。
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表２は，本調査票への記入者の職名を示したものである。

最も多い記入者は「管理者」 ４９．６％ であり，次いで「相談員」 １８．６％ ，「介護支援専門員」

１６．６％ が回答した。「看護師長」による回答は介護療養型医療施設 ４３．８％ ，介護老人保健施

設 １５．５％ で多かった。

表２ 調査票記入者の職名

管理者
介護支援

専門員

計画作成

担当者
相談員

看護師長

（主任）

介護士長

（主任）

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

担当職員

事務系

職員
その他 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

有料老人ホーム

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

小計

看護小規模多機能型居宅介護

小計

サービス付き高齢者向け住宅

合　　計

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

小計

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

小規模多機能型居宅介護
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２ 施設の状況

表３は，各施設種別の定員数の平均値を示したものである。

定員数の平均値が最も大きい施設種別は，介護老人保健施設で８４．７人 次いで介護老人福祉施設の

６４．３人であった。

表３ 施設等の定員数

施設種別 施設数 平均値 最小値 最大値

介護老人福祉施設 64.3人 20人 146人 

介護老人保健施設 84.7人 11人 100人 

介護療養型医療施設 39.2人 6人 100人 

小計 68.8人 6人 146人 

有料老人ホーム 48.6人 8人 186人 

養護老人ホーム 57.8人 37人 110人 

軽費老人ホーム 40.8人 14人 61人 

小計 47.3人 8人 186人 

認知症対応型共同生活介護 16.6人 6人 27人 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 24.7人 8人 39人 

小規模多機能型居宅介護 23.1人 8人 29人 

看護小規模多機能型居宅介護 27.0人 25人 29人 

小計 19.0人 6人 39人 

サービス付き高齢者向け住宅 21.4人 2人 59人 

合　　計 42.4人 2人 186人  

表４は，調査期間における平均定員利用割合 定員数に占める平均利用者数の割合 を示したものである。

平均定員利用割合が９割を超えている施設の割合で高いものは，地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護 ９１．３％ ，介護老人福祉施設 ９１．２％ ，認知症対応型共同生活介護 ８１．５％ 等であっ

た。小規模多機能型居宅介護は，４．４％と尐なく，５割以下の施設が４２．２％あった。

表４ 平均定員利用割合

介
護
老
人
福
祉
施
設

介
護
老
人
保
健
施
設

介
護
療
養
型
医
療
施

設 有
料
老
人
ホ
ー

ム

養
護
老
人
ホ
ー

ム

軽
費
老
人
ホ
ー

ム

認
知
症
対
応
型
共
同

生
活
介
護

地
域
密
着
型
介
護
老

人
福
祉
施
設
入
所
者

生
活
介
護

小
規
模
多
機
能
型
居

宅
介
護

看
護
小
規
模
多
機
能

型
居
宅
介
護

サ
ー

ビ
ス
付
き
高
齢

者
向
け
住
宅

合

計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合
合計

平均定員利用割合

５割以下

５割超
７割以下

７割超
９割以下

９割超
１０割以下

１０割超

 

― 6 ―



7 
 

グラフ１ 平均定員利用割合の割合
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３ 利用者の状況

１ 年齢と性別

表５は，各施設種別の利用者の平均年齢の分布を示したものである。

平均年齢が８５歳以上の施設は，全体の５２．８％であるが介護保険施設は７０．４％と高く，特に介

護老人福祉施設では８６．６％を占めている。一方，７５歳未満の施設は全体の１．２％に過ぎず，８０

歳未満を含めても９．１％である。また，養護老人ホームは８０歳未満が５８．３％と他の施設種別に比

べて高い。

表５ 平均年齢

75歳未満 75～80歳未満 80～85歳未満 85歳以上 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

有料老人ホーム

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

小計

看護小規模多機能型居宅介護

小計

サービス付き高齢者向け住宅

合計

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

小計

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護

小規模多機能型居宅介護
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グラフ２ 平均年齢の割合

表６は，各施設種別の男女別平均利用者数を示したものである。各施設種別とも男性に比べて女性の平

均利用者数が多い。

表６ 男女別平均利用者数

平均利用者数 標準偏差 平均利用者数 標準偏差

介護老人福祉施設 13.9人 48.2人 

介護老人保健施設 23.6人 53.6人 

介護療養型医療施設 11.1人 24.9人 

小計 16.7人 48.1人 

有料老人ホーム 16.4人 27.1人 

養護老人ホーム 22.3人 31.0人 

軽費老人ホーム 10.7人 27.1人 

小計 15.4人 27.5人 

認知症対応型共同生活介護 4.2人 11.9人 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 4.7人 19.0人 

小規模多機能型居宅介護 5.1人 12.4人 

看護小規模多機能型居宅介護 6.5人 10.0人 

小計 4.4人 12.8人 

サービス付き高齢者向け住宅 7.2人 11.2人 

合計 11.2人 28.1人 

施設種別 施設数
男性 女性
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２ 要介護度と認知症の程度

表７は，各施設種別の要介護度別の人数を示したものである。

介護保険施設及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は，利用者の８０％以上が要介護３～５

の者である。特に介護療養型医療施設は，要介護４・５の者が９２．５％を占める。有料老人ホーム，サ

ービス付き高齢者向け住宅は，要介護１～５に分散し，認知症対応型共同生活介護では要介護２・３の者

が５３．３％を占めている。一方，老人福祉施設利用者の２１．４％は自立しており，特に養護老人ホー

ム ６６．１％ や軽費老人ホーム ３０．２％ において高い。

表７ 要介護度別の人数

自立 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合計

介護老人福祉施設 人数

割合

介護老人保健施設 人数

割合

介護療養型医療施設 人数

割合

人数

割合

有料老人ホーム 人数

割合

養護老人ホーム 人数

割合

軽費老人ホーム 人数

割合

人数

割合

認知症対応型共同生活介護 人数

割合

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護
人数

割合

小規模多機能型居宅介護 人数

割合

看護小規模多機能型居宅介護 人数

割合

人数

割合

サービス付き高齢者向け住宅 人数

割合

人数

割合

施設種別

小計

小計

小計

合　　計
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グラフ３ 要介護度別の人数の割合
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表８は，各施設種別の認知症高齢者の日常生活自立度別の人数を示したものである。

介護保険施設では，ランクⅢ ～Ｍが６６．９％を占める。特に介護療養型医療施設は９５．１％を占

める。一方，老人福祉施設やサービス付き高齢者向け住宅では，自立している者の割合が高い。特に軽費

老人ホームでは５９．８％，養護老人ホームでは３４．７％を占める。また，有料老人ホームは自立～ラ

ンクⅣまで広く分散している。地域密着型サービスは，ランクⅡ ・Ⅲ が特に多い。

表８ 認知症高齢者の日常生活自立度別の人数

自立 ランクⅠ ランクⅡa ランクⅡb ランクⅢa ランクⅢb ランクⅣ ランクM 合計

介護老人福祉施設 人数

割合

介護老人保健施設 人数

割合

介護療養型医療施設 人数

割合

人数

割合

有料老人ホーム 人数

割合

養護老人ホーム 人数

割合

軽費老人ホーム 人数

割合

人数

割合

認知症対応型共同生活介護 人数

割合

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護
人数

割合

小規模多機能型居宅介護 人数

割合

看護小規模多機能型居宅介護 人数

割合

人数

割合

サービス付き高齢者向け住宅 人数

割合

人数

割合

施設種別

小計

小計

小計

合    計
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グラフ４ 認知症高齢者の日常生活自立度別の人数の割合
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表９は，各施設種別の寝たきり度別の人数を示したものである。

介護保険施設及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の利用者の約９０％は，ランクＡ２以上

であるが，特に介護療養型医療施設ではランク ２以上の重いランクが９５．２％を占める。

老人福祉施設ではランクＡ１以下が約６０％を占めており，特に自立の割合が２０．７％と高く，軽費

老人ホームは５１．３％を占める。地域密着型サービス全体とサービス付き高齢者向け住宅ではランクＡ

が過半数を占める。

表９ 寝たきり度別の人数

自立 ランクJ1 ランクJ2 ランクA1 ランクA2 ランクB1 ランクB2 ランクC1 ランクC2 合計

介護老人福祉施設 人数

割合

介護老人保健施設 人数

割合

介護療養型医療施設 人数

割合

人数

割合

有料老人ホーム 人数

割合

養護老人ホーム 人数

割合

軽費老人ホーム 人数

割合

人数

割合

認知症対応型共同生活
介護

人数

割合

地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護

人数

割合

小規模多機能型居宅介
護

人数

割合

看護小規模多機能型居
宅介護

人数

割合

人数

割合

サービス付き高齢者向け
住宅

人数

割合

人数

割合

施設種別

小計

小計

小計

合　計
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グラフ５ 寝たきり度別の人数の割合
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３ 医療的ケアの状況

表１０は，医療的ケアを受けている人数を示したものである。

医療的ケアを受けている割合が高い施設種別は，介護療養型医療施設 １２６．６％ ，介護老人保健施

設 ２８．２％ ，看護小規模多機能型居宅介護 ２７．３％ である。ケアの内容は，介護療養型医療施設

における「吸引」 ３６．９％ ，「経管栄養 胃ろう 」 ３６．５％ ，「経管栄養 経鼻 」 １７．９％

「カテーテル」 １４．１％ と看護小規模多機能型居宅介護における「酸素療法」 １２．１％ が高い。

表１０ 医療的ケアを受けている人数※複数の医療的ケアを受けている場合の合計は実人数を超える

経管栄養
（胃ろう）

経管栄養
（経鼻）

吸引
点滴

(中心静脈

栄養含む)

酸素療法 気管切開 褥瘡の処置 カテーテル
インシュリン

注射
その他 合計

介護老人福祉施設 人数

入居者数 8,555 割合

介護老人保健施設 人数

入居者数 5,407 割合

介護療養型医療施設 人数

入居者数 669 割合

小計 人数

入居者数 14,631 割合

有料老人ホーム 人数

入居者数 2,856 割合

養護老人ホーム 人数

入居者数 596 割合

軽費老人ホーム 人数

入居者数 1,110 割合

小計 人数

入居者数 4,562 割合

認知症対応型共同生
活介護

人数

入居者数 2,214 割合

地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護
人数

入居者数 546 割合

小規模多機能型居宅
介護

人数

入居者数 564 割合

看護小規模多機能型
居宅介護

人数

入居者数 33 割合

小計 人数

入居者数 3,357 割合

サービス付き高齢者向
け住宅

人数

入居者数 1,224 割合

合　　計 人数

入居者数 23,774 割合

施設種別
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表１１は，オムツの使用者数を示したものである。

昼夜問わずオムツを使用している入所者の割合は，軽費老人ホームで１４．０％，養護老人ホームでは

２７．７％であった。他の施設種別では５０％以上の者が，特に介護療養型医療施設では９８．２％の者

が昼夜問わずオムツを使用していた。夜間のみの使用はいずれの施設種別も１５％未満であった。

表１１ オムツの使用者数リハビリパンツ含む

昼夜問わず使用 夜間のみ使用 施設利用者数

介護老人福祉施設 人数

割合 －

介護老人保健施設 人数

割合 －

介護療養型医療施設 人数

割合 －

人数

割合 －

有料老人ホーム 人数

割合 －

養護老人ホーム 人数

割合 －

軽費老人ホーム 人数

割合 －

人数

割合 －

認知症対応型共同生活介護 人数

割合 －

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数

割合 －

小規模多機能型居宅介護 人数

割合 －

看護小規模多機能型居宅介護 人数

割合 －

人数

割合 －

サービス付き高齢者向け住宅 人数

割合 －

人数

割合 －

施設種別

小計

小計

小計

合      計
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表１２は，褥瘡処置者の数と出現率 総利用者に占める褥瘡処置者の割合 を示したものである。

出現率は，看護小規模多機能型居宅介護で９．１％，介護療養型医療施設で６．７％認められたが，そ

の他は０．１％～３．１％と尐ない。また，施設に１名以上の褥瘡処置者がいる割合が高い施設種別は，

介護保険施設 ６４．４％ ，看護小規模多機能型居宅介護 １００％ ，有料老人ホーム ５７．８％ であ

った。

表１２ 褥瘡処置者

施設種別 褥瘡処置者 総利用者数 出現率
褥瘡処置者

がいる施設数

介護老人福祉施設 n=137

介護老人保健施設 n=70

介護療養型医療施設 n=18

小計　n=225

有料老人ホーム n=45

養護老人ホーム n=7

軽費老人ホーム n=8

小計　n=60

認知症対応型共同生活介護 n=56

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 n=21

小規模多機能型居宅介護 n=23

看護小規模多機能型居宅介護 n=2

小計　n=102

サービス付き高齢者向け住宅 n=33

合計　n=420

表１３は，インシュリン注射を実施している者とその出現率を示したものである。

インシュリン注射の出現率は，褥瘡処置者と比較してばらつきが小さい。施設に１名以上の実施者がい

る施設の割合が高い施設種別は，有料老人ホーム ６８．９％ ，介護老人保健施設 ６１．４％ ，介護老

人福祉施設 ４６．７％ ，介護療養型医療施設 ４４．４％ ，養護老人ホーム ４２．９％ であった。

表１３ インシュリン注射実施者

施設種別
インシュリン

注射実施者
総利用者数 出現率

インシュリン注射

実施者がいる施設数

介護老人福祉施設 n=137

介護老人保健施設 n=70

介護療養型医療施設 n=18

小計　n=225

有料老人ホーム n=45

養護老人ホーム n=7

軽費老人ホーム n=8

小計　n=60

認知症対応型共同生活介護 n=56

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 n=21

小規模多機能型居宅介護 n=23

看護小規模多機能型居宅介護 n=2 0 (－)

小計　n=102

サービス付き高齢者向け住宅 n=33

合計　n=420  
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４ 身体拘束の実施状況

表１４ １は，身体拘束率を示したものである。

施設全体の身体拘束率は４．１％であり，施設種別では介護療養型医療施設が２２．０％で最も高く，

軽費老人ホーム，小規模多機能型居宅介護，看護小規模多機能型居宅介護，サービス付き高齢者向け住宅

は１％未満である。その他の施設種別では２～４％の範囲であった。外部サービスは 有料老人ホームと

サービス付き高齢者向け住宅が各１施設であり，外部サービスによって身体拘束の行われている状況は，

有料老人ホーム，サービス付き高齢者向け住宅ともに０．１％であった。

表１４ １ ① 身体拘束率

施設種別 施設数
A 被身体拘束者の
拘束日数の合計

B 入所者（利用者）
数×７（日）

身体拘束率
(A/B×100）

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

小計

有料老人ホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

小計

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

小計

サービス付き高齢者向け住宅

合　計

表１４ １ ② 身体拘束率外部サービス

施設種別 施設数
A 被身体拘束者の
拘束日数の合計

B 入所者（利用者）
数×７（日）

身体拘束率
(A/B×100）

有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅
 

※外部サービスは 有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅が各１施設
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表１４ ２は，身体拘束率の分布を示したものである。

身体拘束は，全体の３６．５％の施設で行われており，介護保険施設においては約６０％の施設で行わ

れている。特に介護療養型医療施設は，身体拘束率が２０％以上の施設が４３．８％もある。一方で介護

療養型医療施設は，身体拘束を行っていない施設も２５．０％ある。

また，軽費老人ホーム，小規模多機能型居宅介護，看護小規模多機能型居宅介護，サービス付き高齢者

向け住宅では９０％以上の施設が身体拘束を行っていない。

表１４ ２ 身体拘束率の分布

0%～5%未満
5%以上
10%未満

10%以上
15%未満

15%以上
20%未満

20%以上 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

介護老人保健施設

施設種別

介護老人福祉施設

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅

合　　　　計

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小計

小計

小計
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グラフ６ 身体拘束率の分布の割合

本調査では，「身体拘束率」を「調査期間 ７日間 あたりの全利用者に占める延べ身体拘束実施率」とした。

■算出方法： 被身体拘束者の身体拘束日数の合計 ÷ 回答施設の全利用者数×７ 日 ×１００

― 21 ―
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表１５は，身体拘束率を各年度の調査と比較したものである。

全体では平成２１年度から１．４ポイント減尐し，４．３％となった。介護老人福祉施設，介護老人保

健施設では調査ごとに減尐している。特に介護老人保健施設は，減尐幅が最も大きく平成１９年度から６

ポイント減尐した。認知症対応型共同生活介護は調査ごとに増加しており，養護老人ホームは，平成２１

年度から２．２ポイント増加した。介護療養型医療施設は２２．０％で平成２１年度と変わらなかった。

表１５ 身体拘束率の各年度比較

施設種別 平成19年度 平成21年度 平成27年度

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

合計

表１６は，身体拘束率が１０％以上の施設の割合を各年度の調査と比較したものである。

養護老人ホームを除き，身体拘束率が１０％以上の施設の割合は，平成２１年度から減尐している。特

に介護療養型医療施設は，引き続き高い割合 ６２．６％ ではあるが１６．７ポイント，介護老人保健施

設が１１．７ポイント，有料老人ホームが４．９ポイント減尐している。

一方，養護老人ホームは，これまでの調査では０％であったが，今回は１４．３％に増加した。

表１６ 身体拘束率が１０％以上の施設の割合

施設種別 平成19年度 平成21年度 平成27年度

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅  
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表１７は，調査期間中に１名以上の被身体拘束者がいた施設数と身体拘束の内容を示したものである。

施設全体で身体拘束の内容で割合が高いものは，「チューブを抜かないようにミトン使用」２２．４％ ，

「ベッド柵で囲む」 １７．２％ ，「車いすずり落ち防止ベルト」 １５．２％ ，「つなぎ服」 ８．８％

等である。特に介護療養型医療施設では「チューブを抜かないようにミトン使用」が７５．０％，「ベッ

ド柵で囲む」が４３．８％の施設で行われていた。

表１７ 身体拘束の内容被身体拘束者がいる施設の割合 複数回答

①
徘
徊
し
な
い

よ
う
に
縛
る

②
転
落
し
な
い

よ
う
に
縛
る

③
ベ
ッ

ド
柵
で

囲
む

④
チ
ュ
ー

ブ
を

抜
か
な
い
よ
う

に
縛
る

⑤
チ
ュ
ー

ブ
を

抜
か
な
い
よ
う

に
ミ
ト
ン
使
用

⑥
車
い
す
ず
り

落
ち
防
止
ベ
ル

ト ⑦
立
ち
上
が
り

防
止
テ
ー

ブ
ル

⑧
立
ち
上
が
ら

せ
な
い
椅
子

⑨
つ
な
ぎ
服

⑩
迷
惑
行
為
の

た
め
縛
る

⑪
向
精
神
薬

⑫
隔
離

⑬
そ
の
他

介護老人福祉施設 施設数

割合

介護老人保健施設 施設数

割合

介護療養型医療施設 施設数

割合

施設数

割合

有料老人ホーム 施設数

割合

養護老人ホーム 施設数

割合

軽費老人ホーム 施設数

割合

施設数

割合

認知症対応型共同生活

介護
施設数

割合

地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護
施設数

割合

小規模多機能型居宅介

護
施設数

割合

看護小規模多機能型居

宅介護
施設数

割合

施設数

割合

サービス付き高齢者向け

住宅
施設数

割合

施設数

割合

外部サービスで被身体拘束者がいる施設の割合

有料老人ホーム 施設数

割合

サービス付き高齢者向け

住宅
施設数

割合

施設種別

小計

小計

小計

合　　　　計
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５ 身体拘束廃止に係る施設内体制

表１８は，身体拘束に対する施設の対応方針を示したものである。

「特に方針は掲げず担当者の判断」とする施設は全体の０．６％であり，大部分の施設では何らかの方

針を持っていた。また，身体拘束は「緊急やむを得ない場合に限り，一定の手続きを前提」とする施設が

全体の半数以上，特に介護保険施設では約８０％を占めている。

身体拘束を「一切行わない方針」としている施設は，軽費老人ホーム，小規模多機能型居宅介護，看護

小規模多機能型居宅介護，サービス付き高齢者向け住宅においては過半数を占めていた。

表１８ 身体拘束に対する施設の対応方針

一切行わない

方針

「緊急やむを

得ない」場合

に限り，一定

の手続きを前

提

「緊急やむを

得ない」場合

に限る方針だ

が，判断は担

当者

特に方針は掲

げず，担当者

の判断

その他 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

養護老人ホーム

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

小計

合計

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅

小計

小計
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グラフ７ 身体拘束に対する施設の対応方針の割合
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表１９は，身体拘束に対する施設の対応方針を各年度の調査と比較したものである。

身体拘束を行う際の「緊急やむを得ない場合に限る方針だが，担当者個々の判断にゆだねる」，すなわち

合意された方針や手続きを持たない可能性のある施設は，介護老人保健施設，養護老人ホーム，軽費老人

ホーム，認知症対応型共同生活介護において増加した。

表１９ 身体拘束に対する施設の対応方針の各年度との比較

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

その他

施設種別

一切行わない方針
「緊急やむを得ない」場合に限り，
一定の手続きを前提

「緊急やむを得ない」場合に限る方
針だが，判断は担当者

特に方針は掲げず，担当者の判断

合計

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活
介護

地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護

小規模多機能型居宅介
護

看護小規模多機能型居
宅介護

サービス付き高齢者向け
住宅

小計

小計

小計
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表２０は，身体拘束廃止を推進する体制と仕組みがあるかどうかを示したものである。

全体では８１．８％，介護保険施設では９８．７％，身体拘束率が最も高い介護療養型医療施設では全

ての施設が「ある」としていた。一方，身体拘束を一切行わない割合が高い軽費老人ホーム，サービス付

き高齢者向け住宅では半数を超える施設が「ない」としている。

表２０ 身体拘束廃止を推進する体制と仕組みの有無

あり なし 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合 －

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合 －

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合 －

施設数

割合

施設数

割合 －
合      計

小計

小計

施設種別

小計

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅
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グラフ８ 身体拘束廃止を施設・事業所全体で推進する体制と仕組みの有無の割合

グラフ９は，身体拘束廃止を施設・事業所全体で推進する体制と仕組み「あり」の施設割合を各年度の

調査と比較したものである。

「あり」の割合が，養護老人ホームは前回調査で２０．７ポイント減尐していたが，今回は３０．３ポ

イント増加した。認知症対応型共同生活介護は５．６ポイント増加し，軽費老人ホームは６．８ポイント，

有料老人ホームは２０．６ポイントそれぞれ減尐した。

グラフ９ 推進体制のある施設割合
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表２１は，身体拘束廃止を施設・事業所全体で推進する体制と仕組みの内容について示したものである。

「『緊急やむを得ない場合』判断の体制・手続きの策定」や「身体拘束廃止検討委員会の設置」は，全

体の７０％近くの施設で実施されている。約９０％の介護保険施設では「身体拘束廃止検討委員会の設置」

を実施している。「従事者・その他関係者の意識啓発のための取り組み」は，約半数の施設で実施されて

いるが「介護の提供体制・施設の整備等の改善計画策定」と「身体拘束廃止に向けての数値目標の設定」

は，全ての施設種別において２０％以下の実施率であり，他の取り組みに比べて尐ない。

表２１ 身体拘束廃止を施設・事業所全体で推進する体制と仕組みの内容複数回答

身体拘束廃止検
討委員会の設置

「緊急やむを得
ない場合」判断
の体制・手続き
の策定

従事者，その他
関係者の意識啓
発のための取り
組み

介 護 の 提 供 体
制・施設の整備
等の改善計画策
定

身体拘束廃止に
向けての数値目
標の設定

その他

介護老人福祉施設 施設数

割合

介護老人保健施設 施設数

割合

介護療養型医療施設 施設数

割合

小計 施設数

割合

有料老人ホーム 施設数

割合

養護老人ホーム 施設数

割合

軽費老人ホーム 施設数

割合

小計 施設数

割合

認知症対応型共同生活介護 施設数

割合

施設数

割合

小規模多機能型居宅介護 施設数

割合

看護小規模多機能型居宅介護 施設数

割合

小計 施設数

割合

サービス付き高齢者向け住宅 施設数

割合

合　　　計 施設数

割合

施設種別

地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護

※ 割合は，表２０で「あり」と答えた施設数 に対するもの
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グラフ１０は，身体拘束廃止の取り組みのうち，「委員会の設置施設割合」を各年度の調査と比較をし

たものである。

介護老人福祉施設は，前回調査で２１．６ポイント増加し，今回調査でも１６．２ポイント増加してい

る。また，養護老人ホームも７５ポイント増加し，身体拘束率が高い介護療養型医療施設でも９．２ポイ

ント増加した。

グラフ１０ 廃止検討委員会設置施設割合
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表２２は，身体拘束廃止に向けた所属施設の取り組みの現状に対する調査票記入者の考えを示したもの

である。

全ての施設種別において，８０％以上の施設の調査票記入者が「十分」又は「だいたい十分」としてい

る。特に養護老人ホーム，軽費老人ホーム，看護小規模多機能型居宅介護では半数近くが「十分」として

いた。介護老人福祉施設や有料老人ホームの調査票記入者は不十分と考える傾向がやや強い。

表２２ 身体拘束廃止に向けた所属施設の取り組みの現状に対する調査票記入者の考え

十分 だいたい十分 やや不十分 不十分 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

小計

養護老人ホーム

小計

小計

合計

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅

 

― 31 ―



32 
 

グラフ１１ 身体拘束廃止に向けた所属施設の取り組みの現状に対する調査票記入者の考えの割合
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表２３は，身体拘束廃止に向けた所属施設の取り組みの現状に対する調査票記入者の考えを示したもの

である。

養護老人ホーム，軽費老人ホーム，小規模多機能型居宅介護，サービス付き高齢者向け住宅では「現状

維持でよい」と考える調査票記入者が７０％以上いた。一方，介護老人福祉施設，介護老人保健施設では

半数超の調査票記入者が「もう尐し」「おおいに」を含めて更なる推進が必要と考えている。

表２３ 身体拘束廃止に向けた所属施設の取り組みの現状に対する調査票記入者の考え

当面,現状維持
でよい

もう尐し推進
が必要

おおいに推進
を要す

その他 合計

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

小計

サービス付き高齢者向け住宅

合計

有料老人ホーム

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

小計

看護小規模多機能型居宅介護

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

小計

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小規模多機能型居宅介護
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６ 施設内での権利擁護の体制

表２４は，利用者の意見などから適切にサービス提供がなされているかの確認の状況を示したものであ

る。全ての施設種別とも８０％以上の施設で確認されていた。

表２４ 適切にサービス提供がなされているか否かの確認

している していない わからない 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合
合計

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅

小計

小計

小計

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム
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グラフ１２ 適切にサービス提供がなされているか否かの確認
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表２５は，「苦情相談窓口の設置」と「家族等への説明」の実施状況を示したものである。

どちらも実施していない施設は，全体の０．６％であった。養護老人ホームとサービス付き高齢者向け

住宅以外の施設種別では８５％以上の施設が窓口の設置と説明のどちらとも実施していた。

表２５ 「苦情相談窓口の設置」と「家族への説明」の実施状況

どちらも実施 窓口のみ設置 どちらも未実施 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

サービス付き高齢者向け住宅

合計

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

小計

小計

小計

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護
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グラフ１３ 「苦情相談窓口の設置」と「家族への説明」の実施状況の割合
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表２６は，利用者等の求めに応じた記録開示の実施状況を示したものである。

全体では９７．６％の施設が記録を開示している。開示をしていない割合が比較的高い施設種別は，介

護療養型医療施設 １１．１％ 及びサービス付き高齢者向け住宅 ７．１％ であった。

表２６ 記録開示の実施状況

手順ありで開示 手順ないが開示 行っていない わからない 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合
合計

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅

小計

小計

小計

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム
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グラフ１４ 記録開示の実施状況の割合

グラフ１５は，手順を決めて記録開示を行っている施設の割合を各年度の調査と比較したものである。

介護老人保健施設，介護療養型医療施設，有料老人ホーム，養護老人ホームは前回から増加した一方で，

介護老人福祉施設，軽費老人ホーム，認知症対応型共同生活介護は減尐した。

グラフ１５ 手順を決めて求めに応じ記録開示している施設の割合
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表２７は，金銭を預かる場合の規程の整備と利用者への定期的な報告の実施状況を示したものである。

介護療養型医療施設，看護小規模多機能型居宅介護では「預からない」施設が７０％以上であった。一

方，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は「規程を備え，定期的に報告する」が７８．３％と最

も高く，次いで介護老人福祉施設が６９．８％，養護老人ホームが６６．７％であった。

表２７ 金銭管理の実施状況

規程・報告 報告のみ 預からない わからない 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

サービス付き高齢者向け住宅

合計

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

小計

小計

小計

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護
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グラフ１６ 金銭管理の実施状況の割合
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表２８は，成年後見制度及び日常生活自立支援事業の説明の実施状況を示したものである。

両方とも説明していない施設の割合が高い施設種別は，看護小規模多機能型居宅介護 １００％ ，養護

老人ホーム ７５．０％ であった。地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は両方とも説明している

割合が５６．５％と最も高かった。

表２８ 成年後見制度及び日常生活自立支援事業の説明

両方とも 後見のみ 事業のみ していない わからない 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合
合計

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅

小計

小計

小計

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム
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グラフ１７ 成年後見制度及び日常生活自立支援事業の説明の割合

― 43 ―



44 
 

表２９は，高齢者虐待防止法の説明や研修の実施状況を示したものである。

施設全体の８０％で説明や研修を実施 計画を含む している。また，説明や研修を実施した施設が半数

を超えていた施設種別は，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 ６５．２％ ，介護老人福祉施設

５２．９％ ，認知症対応型共同生活介護 ５２．１％ であった。養護老人ホーム，軽費老人ホーム，看

護小規模多機能型居宅介護では約半数が説明や研修を実施していない。

表２９ 高齢者虐待防止法の説明や研修の実施状況

資料による説明や
研修を実施

説明をした
説明や研修を計画

している
特に実施していな

い
合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小計

小計

小計

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅

合計

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム
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グラフ１８は，成年後見制度及び日常生活自立支援事業の両方を説明している施設の割合を各年度の調

査と比較したものである。軽費老人ホームは調査ごとに増加がみられる一方で，老人保健施設及び養護老

人ホームは調査ごとに減尐している。

グラフ１８ 成年後見制度及び日常生活自立支援事業の両方を説明している施設の割合の推移

グラフ１９は，高齢者虐待防止法に関する説明や研修を実施している施設の割合を各年度の調査と比較

したものである。養護老人ホームを除く全施設種別において平成２１年度は増加していたが，平成２７年

度は減尐した。

グラフ１９ 高齢者虐待防止法の説明や研修の実施施設の割合の推移
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７ 利用者に対する施設全体の権利擁護体制

表３０は，施設内で高齢者虐待防止や身体拘束廃止などの権利擁護業務を中心的・指導的に行っている

者の職名を示したものである。

５７．８％の施設では「管理者」を中心に権利擁護業務にあたっており，次いで，「相談員」１２．７％ ，

「介護支援専門員」 ９．１％ が多かった。

表３０ 権利擁護業務の中心的な実施者

位置付なし 管理者
介護支援

専門員
相談員 看護師 介護士

リハビリテーショ ン

担当職員
その他 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設種別

小計

小計

小計

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅

合計

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム
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グラフ２０ 権利擁護業務の中心的な実施者の割合

表３１は，介護保険施設における県の高齢者権利擁護推進員養成研修への参加状況を示したものである。

平成２１年度は４４．０％の参加であったが，平成２７年度は５２．２ポイント増加し９６．２％の施

設が参加した。

表３１ 高齢者権利擁護推進員養成研修への参加介護保険施設のみ

平成21年 平成27年 平成21年 平成27年 平成21年 平成27年

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

合計

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

合計

施設種別

している していない
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表３２は，虐待防止・身体拘束等を扱う権利擁護体制を検討する委員会や定期的な検討会の設置状況を

示したものである。

介護保険施設では委員会や検討会も設置していない施設は２．２％に過ぎないが，軽費老人ホーム，サ

ービス付き高齢者向け住宅，養護老人ホーム，看護小規模多機能型居宅介護では５０％以上の施設が設置

していない。

表３２ 権利擁護体制を検討する委員会や定期的な検討会の設置状況

権利擁護関連
委員会を設置

権利擁護関連
委員会はない
が，定期的に

検討

身体拘束に関
する委員会を

設置

身体拘束関連
委員会はない
が，定期的に

検討

定期的な検討
会は設けてい

ない
合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

サービス付き高齢者向け住宅

合計

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

小計

小計

小計

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム
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グラフ２１ 権利擁護体制を検討する委員会の設置状況の割合

― 49 ―



50 
 

表３３は，権利擁護体制を検討する委員会を設置している施設における委員会の開催頻度を示したもの

である。

介護保険施設全体では６９．１％の施設が月に１回は開催している。地域密着型サービス全体では年２

回以下の開催としている施設が４４．９％である。

表３３ 権利擁護体制を検討する委員会を設置している施設における委員会の開催頻度

1回/月 1回/2か月 3～4回/年 1～2回/年 １回/年 その他 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合
合計

小計

小計

小計

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅
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表３４は，権利擁護体制を検討する委員会が未設置の施設における検討会の開催頻度を示したものであ

る。開催施設の約半数は年２回以下の開催である。介護老人福祉施設では月１回開催している施設が最も

多い。

表３４ 権利擁護体制を検討する委員会が未設置の施設における検討会の開催頻度

1回/月 1回/2か月 3～4回/年 1～2回/年 １回/年 その他 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

サービス付き高齢者向け住宅

合計

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

小計

小計

小計

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム
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表３５は，権利擁護に係る研修の実施状況を示したものである。

全体の８６．８％の施設で研修を実施している。また，介護保険施設及び地域密着型サービスでは６０％

以上の施設が施設内・同一法人内で実施している。一方で，老人福祉施設やサービス付き高齢者向け住宅

では，約３０％の施設が研修を行っていない。

表３５ 権利擁護に係る研修の実施状況

施設内で行っ
ている

行政が行って
いる施設外の

研修

行政以外の施
設外の研修

行っていない 合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合
合計

小計

小計

小計

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

サービス付き高齢者向け住宅
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グラフ２２ 権利擁護に係る研修の実施状況の割合

― 53 ―



54 
 

表３６は，今後の高齢者の権利擁護に向けた所属施設の取り組みの方針に対する調査票記入者の考えを

示したものである。

サービス付き高齢者向け住宅と養護老人ホームを除いた他の施設種別では，５０％超の調査票記入者が

「もう尐し推進する必要がある」と「大いに推進する必要がある」と回答した。

表３６ 高齢者の権利擁護に向けた所属施設の取り組みの方針に対する調査票記入者の考え

当面，現状維
持

もう尐し推進
必要

大いに推進す
る必要

その他 合計

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

サービス付き高齢者向け住宅

合計

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護

小計

小計

小計

施設種別

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

有料老人ホーム
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８ 施設内でおきた権利擁護に係る状況

表３７は，施設で実施している高齢者虐待の防止対策及び対応策の実施状況を示したものである。

実施されている割合が高い防止策・対策は「４．認知症関連研修を実施・外部の研修に参加」８３．４％ ，

「１．高齢者虐待に関する施設内の研修を行う又は外部の研修に参加させる する 」 ８０．６％ ，「３．

接遇研修を実施する又は外部の研修に参加させる する 」 ７３．９％ であった。対策全般の実施割合で

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 ５６．４％ ，介護老人福祉施設 ５０．５％ が５０％を

超えている。 
表３７ 高齢者虐待の防止対策及び対応策の実施状況

介護老人福

祉施設

介護老人保

健施設

介護療養型

医療施設

有 料 老 人

ホーム

養 護 老 人

ホーム

軽 費 老 人

ホーム

認知症対応

型共同生活

介護

地域密着型

介護老人福

祉施設入所

者生活介護

小規模多機

能型居宅介

護

看護小規模

多機能型居

宅介護

サービス付き

高齢者向け

住宅

合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

6.適性のある職員
を採用する

7.職員数を増やす

8.夜勤体制を強化
する

9.「定員増」「夜間
体制強化」以外の
人員配置の工夫

10.ボランティア等
の人材を活用する

11.施設内の多職
種間の連携を高め
る

14.虐待防止に関
する管理者の責任
を明確にする

12.医師やケアマ
ネ等の施設外の職
員との連携を高め
る

13.虐待防止に関
する施設全体の方
針を明確にする

5.他施設と情報交
換等の交流をする

対策の実施状況

1.施設内・外の研
修に参加

2.権利擁護研修の
実施・外部研修に
参加

3.接遇研修を実
施・外部研修に参
加

4.認知症関連研修
を実施・外部の研
修に参加
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介護老人福

祉施設

介護老人保

健施設

介護療養型

医療施設

有 料 老 人

ホーム

養 護 老 人

ホーム

軽 費 老 人

ホーム

認知症対応

型共同生活

介護

地域密着型

介護老人福

祉施設入所

者生活介護

小規模多機

能型居宅介

護

看護小規模

多機能型居

宅介護

サービス付き

高齢者向け

住宅

合計

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

合計

23.権利擁護に関
する窓口を設定，
担当者の決定

24.第三者から定
期的な点検を受け
る仕組みを導入

19.業務内容の見
直し

18.虐待発生時，
職員による報告や
通報を妨げない支
援

20.施設内での法
令順守を徹底

21.アセスメントや
ケアプランの内容・
方法等の見直し

22.高齢者虐待に
関する組織体制を
整備する

31.その他

25.家族等にサー
ビスの内容を報告・
連絡

26.施設の情報公
表を進める

27.外部機関による
サービス評価を受
ける

28.市町村・都道府
県等への確認相談
等を積極的に行う

29.法的な問題に
ついて施設が相談
できる存在の確保

30.介護の補助機
器類を活用

15.虐待防止に関
する職種，役割や
責任の明確化

16.施設における
規則等を再検討す
る

17.虐待防止に関
するマニュアルや
チェックリストを作
成

対策の実施状況

 

― 56 ―



57 
 

９ 施設内でおきた権利侵害に係る状況

表３８は，サービスに対する苦情・相談の有無を各年度別に示したものである。

平成２７年度にサービスに対する苦情や相談があった施設は，２５．５％であり，平成２１年度に比べ

１０．４ポイント減尐した。特に介護老人保健施設では４１．３ポイント減尐し８．７％となった。また，

平成１９年度以降「把握していない」の割合は減尐し，平成２７年度は０．７％となった。

表３８ サービスに対する苦情・相談の有無

あった なかった
把握して

いない
あった なかった

把握して

いない
あった なかった

把握して

いない

介護老人福祉施設 施設数

割合

介護老人保健施設 施設数

割合

介護療養型医療施設 施設数

割合

施設数

割合

有料老人ホーム 施設数

割合

養護老人ホーム 施設数

割合

軽費老人ホーム 施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

合　　　　　計 施設数

割合

サービス付き高齢者向

け住宅

平成21年度 平成27年度

小計

小計

小計

平成19年度
施設種別

認知症対応型共同生活

介護

地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護

小規模多機能型居宅介

護

看護小規模多機能型居

宅介護
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グラフ２３ サービスに対する苦情・相談の有無平成２７年度の割合
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表３９は，高齢者虐待の存在を把握した施設の状況を各年度別に示したものである。

高齢者虐待は，全体で２．６％であり，平成２１年度に比べ１．６ポイント減尐した。また，平成２７

年度の虐待事例が「なかった」と回答する施設の割合は，平成２１年度から全体で３．５ポイント増加し，

９７．０％となった。また，平成１９年度以降「把握していない」と回答する施設の割合は減尐しており，

平成２７年度では認知症対応型共同生活介護２箇所のみであった。介護老人保健施設と認知症対応型共同

生活介護においては，各年度で虐待事例が確認されているが，軽費老人ホームでは虐待事例が確認されて

いない。

表３９ 確認できた高齢者虐待の有無

あった なかった
把握して

いない
あった なかった

把握して

いない
あった なかった

把握して

いない

介護老人福祉施設 施設数

割合

介護老人保健施設 施設数

割合

介護療養型医療施設 施設数

割合

施設数

割合

有料老人ホーム 施設数

割合

養護老人ホーム 施設数

割合

軽費老人ホーム 施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

施設数

割合

合　　　　　計 施設数

割合

サービス付き高齢者向

け住宅

平成27年度
施設種別

小計

小計

小計

平成19年度 平成21年度

認知症対応型共同生活

介護

地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護

小規模多機能型居宅介

護

看護小規模多機能型居

宅介護
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グラフ２４ 確認できた高齢者虐待の有無平成２７年度の割合
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表４０は，確認できた高齢者虐待の種類別件数を各年度別に示したものである。

各年度とも「性的虐待」は確認されなかった。そのほかの虐待は各調査において複数件確認された。平

成２７年度で最も多かったのは「心理的虐待」１１件で，次いで「ネグレクト」９件，「身体的虐待」６

件，「経済的虐待」は１件であった。また，施設種別の動向をみると，軽費老人ホームでは３回の調査を

通して虐待は確認されなかった。

表４０ 高齢者虐待の種類別件数

身
体
的

ネ
グ
レ
ク
ト

心
理
的

性
的

経
済
的

計
身
体
的

ネ
グ
レ
ク
ト

心
理
的

性
的

経
済
的

計
身
体
的

ネ
グ
レ
ク
ト

心
理
的

性
的

経
済
的

計

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

小計

有料老人ホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

小計

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

小計

サービス付き高齢者向け住宅

計

平成19年度 平成21年度 平成27年度

施設種別
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１０ 高齢者権利擁護等に関する要望や提言

身体体拘束廃止，高齢者の権利擁護・高齢者の虐待防止等に関し，自由記述による要望や提言等を次に

取りまとめた。

１ 身体拘束廃止について

・ 私どもの施設でも，身体拘束は一切行わない方針で介護を行っています。しかし病気の為，認識があ

る方などが胃ろう以外で体に管等が付いた時，何かあると施設での生活に支障が生じるおそれがある。

その為，最小限の拘束が生じる。

・ 高齢者の介護施設において身体拘束や虐待についての報道が多くなされ偏見的なイメージを社会は持

つと思う。病院においては身体拘束を行っても，「治療の場」として，施設 生活の場 と比べ看過され

ている気がする。病院入院時はミトン等の拘束が当たり前にされていても，施設に入り，入所したその

日からミトン等の拘束具を外し，その後も拘束の必要がない方も何人もいる。病院では手順に沿って拘

束をし，外す努力をしているのだろうか。今後，介護の必要な高齢者は増え，介護に従事する者が減尐

してゆく事実を知りながら，日本の社会は，今何をすべきなのでしょうか？ 
・ 身体拘束の定義をもっと具体的に明示してほしい。身体的な拘束は分かりやすいが，精神的な抑制は

まだまだ理解しづらい部分が多い。そのために職員が知らず知らず虐待をしていることもでてくるので

はないか？福祉用具の発展によりセンサーマットなど様々なものが流通しているので活用するのは良

いことだが，度を越えるとよろしくない。その人の自由を制限した時点で心身拘束になるのではない

か？精神的な拘束も身体拘束の定義に入れていただきたい。

・ 体幹保持が困難な方や，自分でずり落ちをしてしまう車椅子使用者にずり落ち防止のベルトはどうし

ても必要になります。ベルトをつけずに転落し，痛い思いをさせてしまう事で辛い状況に陥らせてしま

うと思います。危険防止を全て虐待ととられてしまうととても対応ができません。

・ 身体拘束廃止と入居者の安全確保についてはどちらを優先順位と考えればよいのか迷うところです。

身体拘束の可否についてはその線引きが難しいところなので，「入所検討」のような各項目を数値化し

ての対応策を導入してみてはどうでしょうか？

・ 身体拘束廃止に向けては，毎月委員会を開き取り組んでいるが，家族等介護者の理解を得るのに困難

な事案が多く，経管抜去した時の費用負担であったり，棚を外して転落や骨折した場合どう責任を取っ

てくれるのかなど実害時の対応が迫られ返答に苦慮するケースがある。この様な場合の対応策について

身体拘束廃止の研修等でご教示願いたい。

・ 拘束廃止の為センサーマットを活用しているが，高額となってしまう。補助が出れば良いと思った。

・ 身体拘束についての取り決めとなる書類の配布と内容の具現化。例えば，身体拘束廃止委員会の開催

の頻度，家族への同意書をもらう期間どこからが拘束なのか？グレーゾーンを無くし明確化していく。

施設での対応に統一した取り決めがあると施設全体として書類作成等を行うにあたり，スムーズな対応

ができると考えます。

・ 胃ろうや経鼻経管の入所者を受入れ介護しているが，医師によっては絶対管を抜かれないように注意

してほしいと説明があり，それを拒否する事は出来ない状況になる事が多い。

・ 施設内の介護では，今後重度の認知症患者等多く受け入れる状況になった際マンパワーの限界があり

ます。より上質なサービスを提供できる体制の検討は行っても，介護報酬が減り続けている現状だと，

職員の確保そのものが被常に厳しいものとなり，施設の運営そのものが危ぶまれてしまいます。身体拘

束廃止等のポイントでの対策もとても必要なものだと思いますが介護事業所の運営としても考えて頂

ければと思います。

・ ずり落ち防止のベルトは身体拘束なのか？ベルトがあるからベッドから離れる事ができ，離床時間を

つくる事によって生活にもメリハリがつけられ，又本人も車イス等から落ちる心配もしないですむので
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は？そもそもずり落ち防止のベルトは何を抑制しているのか？ずり落ちする行動を抑制しているって

事か？自由にずり落ちさせないって事か？落ちた時の外傷等のリスクはどう考えているのか？落ちな

いように常に誰かが付き添っているなんて到底無理な話。起こさないで寝かせてなさいって事か？ 立

ち上がらせない等，明らかな行動抑制のベルトは身体拘束だが，その人にとって生活をより良くする為

の対応は身体拘束ではないと思う。

・ 身体拘束廃止のために，介護報酬に加算減算を付ける動きがありますが，正直心配でもあります。身

体拘束廃止のためには，様々な方法がありますが，職員の数を増やす事もどうしても大事です。職員数

は変わらず，加算減算のために施設長が無理に身体拘束を０にしたりすると，現場職員だけが大変な思

いをし，事故が増発すると思います。

・ 身体拘束をしていません。今後もしない方向で頑張ります。

・ 身体拘束廃止にむけて取り組んでいますが困難事例が多く，他の施設ではどのように改善策をたてて

いるのか具体的な事例の報告会や文章にまとめたものがあればとても参考になると思います。

・ どうしたら理想の介護 身体拘束しないで が行えるか教えていただきたい。

・ 当病棟では例外を作らない。とにかく拘束しないことを徹底している。拘束も虐待も一つの例外から

堰が崩れると考えています。

・ 身体拘束廃止・高齢者の権利擁護・虐待防止等とても大切なとりくみだと思う。しかし拘束しないと

生命を守れない事実があることも広めてほしい。また，施設利用者，利用者家族からの暴力 言葉を含

めて などから施設で働くスタッフの権利擁護などについても自治体レベルで取り組んでほしい。

・ 身体拘束の有無原因をさぐる，職員の接遇，言葉遣い態度を日常の介護の中でチェック事態の正確な

把握を行い対応していく，施設内で虐待に関する疑われるような状況やサービス提供中ストレスなどに

ついて意見交換を行い介護側の問題について考える。

・ 身体拘束状況で「ベット柵で囲む」があるが自分で降りられない様に…と書かれているが認知症があ

ると自分で危険を回避できず転落したり，起床時につかまる物が必要等ベット柵の必要性もある。車イ

ス乗車時の転落や転倒も考えられるが常時つきっきりでいられるだけの職員の配置は難しい。安全の為

に必要という考えも家族や の中にある。

・ いかなる時も身体拘束をしないですむ介護の方法の現場においてのアイディア等の研修があったらい

いですね。 
・ 身体拘束や虐待はいけない事だ。こういう事はしてはいけないという広報の強化が必要だと思います。

我々業界の専門職だけでなく，広く県民一般への啓蒙を行政がしてくれることを強く望みます。 
・ 身体拘束廃止をすると利用者が危険にさらされ命にかかわることがあるから，家族から許可を得た場

合することもある。

・ 骨折や病院で１～２ヶ月入院することがあるが，その間認知症の方は体幹抑制を昼夜とも行われる為，

怪我や病気が治って帰ってこられても認知症の進行が著しい。病院での拘束についても一考願いたい。

・ 現在行っている身体拘束は１件。日中，車イス乗車時に立ち上がると転ぶ危険性のある方にベットを

使用している。ただし，この身体拘束は家族の強い希望で行っている。ホームとしては，基本的に身体

拘束は行わない方針であるが，この家族には説明をしても理解していただけず，「また転んだらだれが

責任をとってくれるのか？」と言われ，拘束せざるを得ない状況である。このような理由で拘束を行っ

ているため，拘束解除の検討もできず。「緊急やむを得ない場合」に無理やりあてはめている。たった

１件でも『拘束を行っている』にチェックを入れるしかなく，正直くやしい思いです。 
・ 車いすに 字型拘束帯を付けて，ずり落ちを防止する事で，車いす自操により自分の好きな場所へ移

動できる方もいる。すべてを身体拘束の対象とするのではなく，それぞれの身体状況に応じて考えてい

かなければ自分で出来る力をなくしてしまう方もいるのではないでしょうか？
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・ 身体拘束廃止虐待防止へ向け事業所全体で理解を深め介護の質の向上を図っていきたいと考えていま

す。

・ つなぎの使用も身体拘束になってしまいますが，使用しなくてはならない状況，理由によっては拘束

につながらないのではとも感じとれます。

２ 高齢者の権利擁護・虐待防止について

・ 権利侵害や虐待に至る前兆を早期に発見することが重要。 
・ 利用者の権利擁護を推進するためには，職員の待遇を良くして，余裕のある人員の配置をお願いしま

す。人手不足や安い給料，きつい労働，社会の認識の低さ等，介護職員を取り巻く現状は厳しいものが

あり，疲弊した職員に介護されては，権利擁護は守られませんし，虐待もなくなりません。また，国や

県は施設管理者の教育をきちんと行ってほしいと思います。そして，施設方針の中に利用者の権利擁護

を組み込んで，明確な方向性を示し，施設管理者の下，実現に向けて施設一丸で取り組む必要がありま

す。施設における権利擁護の第一歩はまずそこから始まるのではないでしょうか。ぜひ，実地検査の折

には施設管理者といわれる上の方々にその資質を問うなり施設の方針や進むべき方向性を確認する機

会を持ってほしいと思います。

・ 人材不足と低賃金が最大のリスクであり，解消することが直接的に擁護・防止になると考えます。

・ 介護職員は，高齢のご利用様に対して，優しい気持ちを持ちケアに当たっていると思われるが，いか

んせん業務が煩雑すぎ，また常に職員不足な状況の中で，精神的にも肉体的にも疲れているにもかかわ

らず利用様からの要求は減らない現実に，常にギャップとストレスを感じて仕事をしている。この介護

の仕事に国としてのバックアップ体制を整えるべきだと考える 例えば職員待遇を公務員と同様にする

等 。現在の法人や個人の経営での待遇面で職員を集めることは難しいと思う。また介護職員処遇改善

加算程度では打破できない問題だと思う。 
・ 「話しても分からない」「難聴」だと大きな声で口調が強く話している姿が見られる。コミュニケー

ションが上手にできると良いが正直言って介護職員のコミュニケーション能力が時代のせいと言って

は申し訳ないが，苦手な方が多く見受けられる。説明すればわかるのに…今話を聞いてあげると，精神

面が落ちつきぐっすり眠れるのに…と，コミュニケーション不足＋伝わらず→イライラ 乱暴にな

る！！ で利用者が不穏になる姿を多く見る気がします。

・ 介護施設は対人サービス事業です。そして各専門職を必要とします。専門職は勿論のこと対人サービ

スに係わる者たちは高い倫理観を要求されます。それは自然に身につくものではなく教育や実践での獲

得がなければなりません。高齢者の権利擁護総体は，介護者数にも影響を受けがちです。しかし，複雑

に絡みあって社会問題さえひき起こしてしまいます。これらの問題を当該施設にのみ任せるのではなく，

社会全体で議論できるようになれば，尐しでも改善が望めると思うし，そう願う。 
・ 防水シーツに便が付いていて，家族より「交換していなかったので交換しました」との報告を受けた

ことについて虐待だとは思っていなかったが，実は，介護の世話の放棄・放任という虐待につながるも

のだと知り，今後，十分に注意しながら，対応していかなければいけないと思いました。又，細かいこ

とに対しての訴えを何度も話される家族に対しスタッフを守れるような制度を作ってほしいと思いま

す。

・ 当施設で権利の侵害や虐待はありませんが，ニュース等で虐待等報道されているのを見る時に感じる

ことがあります。①要因 対象になった方は認知症があったか精神障害があったか挑発的な言動はあっ

たか，どんな性格か，家族からの要求は？等 なぜ起こったか，きちんと調べて分析してほしいです。

②同じ「認知症」でも皆から好かれる方と嫌がられる方がいるのですが，要因を分析してターゲットに

なりやすい方がわかれば，管理者が職員に対して注意しやすいと思います。 例えばナースコールが頻
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繁，家族からの要求が強い，服薬を拒否している等 ①，②の事から，インシデントレポートをアンケ

ートで情報を集めて分析してはどうかと思いました。

・ すべてにおいて介護職員不足が大きな要因となっているのではないかと思う。これから介護をする職

員が減っていく中で施設としてはどのような対応をすればいいのか？不安がある。現状 介護現場 の理

解を国や家族にはしていただきたい。

・ 私は障害者支援に携わってから，高齢者の支援を提供するべく責任ある立場に就きました。比較し検

証すると高齢者は身体的低下があり，虐待が心理的虐待に陥る傾向に注意しなければならないと思いま

す。それは，外出機会が減尐し，行動領域も狭尐化することで，意欲が低下してきてしまうものです。

それを防ぐのは，家族の面会機能を高めていくことで，今後相談員は，社会的，心理的要素ともうひと

つ，コミュニケ―ション支援が求められるかと思われます。

・ 昨今，高齢者への虐待ニュースや記事等，更に多く耳にしたりするが，あるまじき行為であると考え

ます。家族内での介護の場合，ストレスを多く抱え込むと一時的ないらつきから虐待へとなる事も中に

はあるのではないか？家族の話を聞いていると介護疲れから家族の限界域を越えているケースもよく

耳にします。また他施設内でもニュース等で報じられている虐待が起きている訳ですから虐待について

の無料講演会 研修等を定期的に開いて頂いたり，各施設に国や県にてビデオカメラの設置を無償で

取り付け等したら良いのではないかと思います。

・ 高い倫理感を持って職務にあたる。

・ 病院入院中の体幹抑制について，面会に行くと人としての尊厳を踏みにじっているように見え悲しく

なる。体を治しても心が壊れてしまう。

・ 通報があってもすべてが事実ではなく，通報者のいたずらの場合もあると考える。最近のニュースメ

ディアの影響で敏感になっているところもあるのではないでしょうか。そういったことをわきまえて，

介護従事者は日々振り返り適切なケアを実施しなくてはならないと思う。

・ 介護施設での虐待のニュースが流れるたびに心が痛い。人材不足，介護職員の質の低下，賃金の低さ

等が負の連鎖として虐待につながっていると思う。当ホームも利用者様が重度化している中，ぎりぎり

の職員でまわしている。いつ虐待が起きてもおかしくない状態になってきている。幸いにして職員の質

が良いことが恵まれている。私は利用者の満足度より職員の満足度を上げることに努めている。

・ 認知症に対しての理解と，身体拘束廃止・権利擁護・虐待防止の研修は必要。自宅での家族介護者へ

の啓発が必要。入居前に介護者が知識がないために良かれと思って拘束・虐待してしまっているケース

が多く，入居後に対応が大変となるケースが多々あり苦慮する。常にサービス提供において，自分達の

対応の振り返りと改善，チェック体制を充実していく。

・ 向精神薬の服用について，医師の診断のもと日中の覚醒，夜間の良眠の体制を整備し人間としての尊

厳を保持していけることを希望しており当事業所はできています。グループホームへの精神障害者受け

入れを積極的に勧めるよう依頼されている現実を考えれば共同生活の成り立ちを維持してゆかなけれ

ばならず適度な向精神薬の服用は許容範囲と考えますが，言葉や力での暴力は決してあってはなりませ

ん。報道でのビデオ等での暴力は悲しいことであり，介護に真剣に向かっている職員の価値を下げるこ

とになり，許されません。

・ 入所の施設においては，外から目が届きにくく虐待が発見しづらい状況にあると思う。何げない言葉

も虐待になってしまうこともしっかり理解していく必要があると思う。

・ 川崎市の有料老人ホームでの虐待ケースがメディアで取り上げられたことにより，ご家族さまより心

配の声が上がっている。施設側としては，内部研修だけではなく，外部研修にも積極的に介護スタッフ

を参加させ，他のスタッフにも還元できるよう取り組んでいる。

・ 高齢者を取り巻く環境の改善等も必要であるが，それと同時に家族や職員等介護する側の待遇や環境

の改善も必要不可欠であると考えます。
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・ 拘束廃止を進める施設が増えると，家族によっては拘束してでも入居希望をしたい場合は，当施設で

は拘束の必要な方は受け入れ出来ませんと言うことになるので，入居出来ない施設が増えることになる

のではないでしょうか。

・ 人不足と仕事の質量に対し低賃金であることで職員にゆとりがないことが問題ではないか。児童虐待

なども生活に余裕のない家庭で多く起こることは周知の事実である。

３ 要望や提言

・ 身体拘束，権利擁護，虐待防止に関する研修会等を増やしてほしい。

・ 身体拘束廃止，権利擁護，虐待防止等外部研修会を数回に分けて実施してもらいたい。

・ 介護施設における人員配置基準が，実施の介護サービスに沿ったものかを検討・見直しする体制が必

要。

・ 施設 特別養護老人ホーム 職員向けの権利擁護に関する研修用 があった方が良いと思います。

・ 具体的事例集等の発行もしくはネット上での紹介を行うことで，リアルな情報がいつでも見られる環

境作りを更に進められたい。

・ 多職種でコミュニケーションをとる機会や相談しやすい環境をつくり，職員のケアをしていくことも

必要。 
・ 内部研修には限界があるので外部での研修に参加させたい。特に権利擁護はわかりやすく職員に周知

させることが難しい。

・ 高齢者の権利擁護，虐待防止の研修を増やしていただきたいです。 
・ 継続的な職員教育が大切だと思う。

・ 介護職員の研修を更に充実させたい。院内研修では講師依頼に限界があるので，公的な支援のある院

外研修の開催を期待している。

・ 職員に対する意識づけ，研修の継続。

・ 研修の内容について具体的な例をあげて説明，研修を行っています。内容が難しい為法律の説明だけ

では不十分と思います 新聞に載っていた記事や裁判になった事例など 研修は１年に１度ですが，会議

などで折に触れスタッフへは周知を行っております。

・ 身体拘束廃止・高齢者の権利擁護・高齢者の虐待防止の取り組みに感謝と御礼申し上げます。上記の

課題は介護スタッフが業務効率を考えて起きてしまう可能性を感じます。当社では何よりもまず高齢者

を尊敬することから，スタッフの指導をしています。虐待に関することのすべてが，高齢者とスタッフ

との関わりによって防ぐことができる問題と信じております。今後の活動を応援しております。

・ 利用定数を尐なくする施設が増えれば目も届き虐待等は尐なくなると思います。小さい事業所をたく

さん作れば良いのでは。

・ 身体拘束や虐待にはどんな行為があるかの研修は何度か参加していますが，やむを得ず身体拘束をし

なければならなかった場合，その後に利用者や家族に対してどのようにフォローしていけば良いかや身

体拘束をしなくてもすむ方法等の講習会を開催していただきたい。

・ 介護従事者が尐ない。ストレスがたまる。介護従事者の賃金が安い。→自ら，業務に向いていなくて

もどこでも採用してもらえるという社会の流れがある。・モラルの低下 ・高齢者を尊ぶ考えの欠如

※国，県，市町村が今以上に施設運営で苦労している施設長等に研修を促す。人事が一番大変です。

・ 質の高い介護職員の人材育成の研修や地域，近隣施設との情報交換がもてる機会を作り，職員の介護

負担軽減も考慮していただける施策がほしい。 
・ 研修，勉強会等があれば職員を参加させたいと考えています。これまでも参加させてきましたが，な

にぶん一度に多くの人数を参加させることが困難なため，年間で複数回企画していただけると助かりま

す。よろしくお願い申し上げます。
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・ 今後，研修会等に参加していき，社内教育を推進していきたい。

・ その方の状況の判断が間違ってはいけない。判断できどう対応する事が人として生きるにつなげる人

材が必ず必要となるので，研修する機会を今までより設けてほしい。

・ ケアマネの資格に足せる何かの資格が付くと人材も養成できるのではないでしょうか。介護福祉士

拘束や虐待等に関してのです

・ 研修日，場所，時間が現在介護員不足の環境の中で参加させたくても出席させられない。職員のスキ

ルアップをさせる為，質の向上をさせる為にも勉強は必要なので主催者側も受講者レベルに合わせた日

時・内容の設定をして機会を設けて欲しい。法人職員を管理する事業主，家庭環境も関わってくる問題

なので正しい回答はあっても最終的には管理する目が必要で，介護職の社会的地位の向上と現在と違う

形での処遇改善の方法が必要だと思われる。

４ その他

・ 個人情報も考慮した上でのカメラ等の設置範囲 許される範囲 について知っておきたい。

・ 職員ひとりひとりが責任をもって取り組むことが必要。

・ 認知症状の高齢者等の対応で職員配置の明確化。例えば，Ⅲ 以上の認知者に対して，職員は○：○

と施設の入所者，形態によって各々明確化してほしい。認知症の方々の行動は読めないことだらけです。

・ ダメなものはダメできっちりとした方針を決めてほしい。現状いくらでも悪い方への逃げ道はある。

・ 介護者の人間性適性の有無が根本的に重要では。 
・ 県央での研修は移動に時間がかかり，参加できる職員が限られてしまう。古河，つくば辺りで開催し

ていただけると参加させやすいので是被検討して欲しい。 
・ 介護されているご家族や介護職員を保護する体制が必要なのでしょうか？もしくはそのような機能が

果たされていないのか…？

・ どこまで，どのように介入していけば良いのか。望ましいかかわり方とは，どうすれば良いか不安が

ある。

・ 施設では訪問診療を行っているが，医学的に専門的な外来への受診 眼科・整形外科など への受診依

頼を家族に拒否されてしまうケースが目立っている。医療機関に受診すると，「家族にしか話せません」

と断られる場合もあるので困っています。また病院受診をお願いしても「そんなにひどくない」と断ら

れてしまいどうしてよいのかわからずにいます。経済的な理由もあるのかもしれませんが，「施設へ預

ければ何でもやってくれる」という家族の誤解には本当に困ってしまいます。

・ 介護を業としている以上，プロの介護者になる事，介護職者への意識向上へ。
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１１ 身体拘束の個別の状況

調査期間中に身体拘束を行った利用者の個別状況について回答があった７５５人分を集計した。

○被身体拘束者数 ：７５５人 うち外部サービス事業者が身体拘束を実施した者は２人

○性別 ：男性２２４人 ２９．７％ 女性５３０人 ７０．３％ Ｎ＝７５４

○平均年齢 ：８５．７±８．６歳 Ｎ＝７５４

○平均身体拘束時間：１５．５±７．０７時間 Ｎ＝６８５

○平均身体拘束日数：３８８．２日 Ｎ＝７１６ ※拘束開始日から平成２７年１０月１１日までの身体拘束日数

表４１～表４３は，被身体拘束者の要介護度，認知症高齢者の日常生活自立度，寝たきり度を示したも

のである。それぞれの状態が重度化するほど，利用者に占める被身体拘束者の割合は高くなっている。

ただし，認知症高齢者の日常生活自立度については，ランクＭよりもランクⅣの方が高い。

表４１ 要介護度別の被身体拘束者数

区分 自立 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

人数(A)

割合

人数(B)

割合

割合(A/B)

被身体
拘束者

利用者
(再掲)

 
表４２ 認知症高齢者の日常生活自立度別の被身体拘束者数

区分 自立 ランクⅠ ランクⅡ ランクⅢ ランクⅣ ランクM 合計

人数(A)

割合

人数(B)

割合

割合(A/B)

被身体
拘束者

利用者
(再掲)

表４３ 寝たきり度別の被身体拘束者数

区分 自立 ランクJ ランクA ランクB ランクC 合計

人数(A)

割合

人数(B)

割合

割合(A/B)

被身体
拘束者

利用者
(再掲)

表４４は，身体拘束の内容を示したものである。「チューブを抜かないようにミトン使用」，「ベッド柵

で囲む」等が高く，被身体拘束者がいる施設の割合 表１７ と同様の傾向が見られた。

表４４ 身体拘束の内容被身体拘束者の割合 複数回答 Ｎ＝７０３
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表４５は，身体拘束を行う「緊急やむを得ない場合」と判断した切迫性，非代替性，一時性の３要件

のそれぞれについて，被拘束者の状況の回答数とその主な内容を示したものである。

表４５－１ 「緊急やむを得ない場合」の３要件の回答数Ｎ＝７５５

要件３項目に回答 要件２項目に回答 要件１項目に回答 要件回答欄に記載なし

人 人 人 人

表４５－２ 「緊急やむを得ない場合」の３要件の主な内容Ｎ＝７５２

要件 回答数 主な内容

切迫性 人 経鼻経管栄養等実施時のチューブ等の自己抜去に伴う身体上の危険 等

非代替性 人 認知症や車イス乗車での自由移動に伴う介護者の常時見守りの困難 等

一時性 人 車イス乗車時のみ，夜勤職員１人の時，他の入居者の介護中，食事準備中 等

表４６は，身体拘束を行っている時間帯を示したものである。「一日中」身体拘束を行っている者が過

半数を占めた。

表４６ 身体拘束を行っている時間帯 Ｎ＝７４１

日勤帯のみ 夜間帯のみ 一日中 臥床時のみ

人 人 人 人

表４７は，身体拘束後の解除について，再検討する体制や頻度について示したものである。

表４７ 身体拘束後の再検討体制

検
討
体
制

○委員会で検討

身体拘束廃止検討委員会，身体拘束廃止委員会，事故対策身体拘束解除委員会，リスク委員会，

リスクマネジメント委員会 身体拘束廃止・人権擁護委員会，身体拘束委員会

○会議・ミーティング・カンファレンスで検討

自立支援会議 ユニット会議 フロア会議 ケア会議 担当者会議 主任会議，病棟ミーティング

申し送り，ミーティング 月末にチーム内で検討，ケアカンファレンス 定期カンファレンス

フロアカンファレンス，全体会議 介護，看護 ・看護介護スタッフのカンファレンス

○担当者による検討

担当者による評価 介護職と看護師の担当で検討，個人担当スタッフが検討会議を開催

○その他

なし 家族からの要望であるため検討なし 家族との会議

頻度 １週間に１回，２週間に１回，毎月，２か月に１回，３～４か月に１回，必要時，年２～４回

表４８は，本人・家族への説明・同意の状況を示したものである。

表４８ 本人・家族への説明・同意の状況複数回答 Ｎ＝７５５

説明・同意の状況 回答数 割合

利用開始時・入所 居 時にあらかじめ同意書を取っている

原則として身体拘束の実施前に連絡して同意を取っている

身体拘束の実施後に同意を取っている

カンファレンス実施毎

同意を取っていない
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Ⅳ まとめ

１ 調査の目的・背景

本調査は，高齢者権利擁護の推進を図るために，平成１９年度と平成２１年度に実施してきた茨城県

高齢者権利擁護等実態調査のその後の経過をみたものである。今回の調査においては，前回の調査以降，

高齢者の生活の場が多様化し，高齢者福祉施設や事業所の数も増加している背景を踏まえ，新たに地域

密着型サービス及びサービス付き高齢者向け住宅を調査対象施設とした。各施設における身体拘束や高

齢者虐待などについて，その実態，認識及び防止に向けた取り組み状況を把握し，今後の高齢者権利擁

護の推進を図るための資料を得ることを目的として実施した。

２ 調査対象施設利用者の基本概況

施設利用者の平均年齢は，介護保険施設や地域密着型サービスにおいて比較的高く，特に介護老人福

祉施設や地域密着型介護老人福祉施設生活介護では８５歳以上の割合が高く，「終の棲家」としての役

割がうかがえる。また，平均年齢が高い施設種別では「要介護度」「認知症高齢者の日常生活自立度」

「寝たきり度」 以下「要介護度等」という。 も重度化している利用者が多い傾向がみられた。

一方，有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅では平均年齢が比較的低く，要介護度等のそれ

ぞれの区分は全体的に分散していた。

また，養護老人ホームや軽費老人ホームにおいては，要介護度等が「自立」している者の割合が高く，

特に軽費老人ホームは，平均年齢が比較的高いにも関わらず，要介護度等が「自立」している者の割合

が高かった。要因としては，利用者の家族，住居等の状況を原因とする利用や経済的理由による利用が

多いことなどが考えられる。

医療的ケアを受けている者の割合は，常勤の医療職の配置が義務付けられている介護療養型医療施設，

介護老人保健施設等の施設において高く，内容としては，経管栄養，喀痰吸引，カテーテルなどが多い。

３ 身体拘束について

身体拘束率については，過去の調査結果と比べて全体的に減尐がみられた。その背景としては，身体

拘束率が高い介護療養型医療施設，介護老人保健施設等において，身体拘束を「一切行わない方針」と

する施設が調査ごとに増えていることや，全体的に「身体拘束廃止を推進する体制と仕組み」が整備さ

れてきたことなどが考えられる。

また，介護保険施設では，身体拘束廃止検討委員会を設置している割合が高いこと，県の高齢者権利

擁護推進員養成研修への参加率が大幅に向上していることなども，身体拘束率の減尐に寄与していると

考えられる。

一方，身体拘束率は，医療的ケアを必要とする利用者が多い施設において高い傾向がみられた。特に

介護療養型医療施設においては，身体拘束率が最も高く，医療的ケアを受けている人の割合も最も高い

ことなどから，医療的ケアに伴う身体拘束が多いことがうかがわれる。

さらに，介護療養型医療施設では「身体拘束率が１０％以上の割合」は減尐し，かつ，身体拘束を「一

切行わない」施設が増えているにも関わらず，身体拘束率は減尐していない。要因として，緊急やむを

得ない場合に身体拘束を行う施設に被身体拘束者が集中していることなどが考えられる。また，これら

のことに関して，「病院又は施設における医療的ケア時の体幹抑制や身体拘束について考慮する必要が

ある」等の意見があった。

なお，身体拘束を行う「緊急やむを得ない場合」の判断要件として，医療的ケアに伴う利用者の安全

確保，常時の介護者による見守りの困難，車イス乗車時のベルト使用に限定する等があげられていた。

― 70 ―



71 
 

４ 権利擁護について

適切にサービス提供がなされているか否かを確認していない施設や成年後見制度や高齢者虐待防止

法の説明をしていない施設が尐なからずあった。

また，わずかではあるが，苦情相談窓口を設置していない施設や利用者の家族への説明を実施してい

ない施設，金銭管理について不明としている施設があった。

これらの取り組みを確実に実施していくことが，施設における権利擁護の意識を高めることにもつな

がるものと考える。

５ 高齢者虐待について

平成１９年度と平成２１年度に実施した調査に引き続き，今回の調査においても高齢者虐待が確認さ

れた。厚生労働省の「平成２６年度高齢者虐待対応状況調査結果」によれば，「認知症があり自立度Ⅲの

場合，身体的虐待を受ける割合が特に高い」とされており，要因としては，「職員による認知症への理解不

足」があげられている。 
高齢者人口の急増とともに認知症患者数も増加することが予測される中，職員に対する認知症関連研修の

更なる充実とともに，家族介護者も含めた幅広い年代に向けた更なる啓発が必要である。

また，軽費老人ホームでは過去の調査においても高齢者虐待は確認されていないが，要介護度等で「自

立」している利用者が多いことも要因と考えられる。

６ 高齢者権利擁護等に関する要望や提言について

身体拘束廃止・高齢者の権利擁護・高齢者の虐待防止等に関する自由記述による要望や提言のうち，

「身体拘束の廃止」「職員の処遇改善」「高齢者権利擁護の研修」等に関する意見等が多く寄せられて

いた。

「身体拘束の廃止」に関しては，「利用者の安全確保や医療的ケアの実施に伴う身体拘束の廃止は困

難」「病院における体幹抑制と施設における身体拘束について考えるべき」等の意見があり，医療的ケ

アと身体拘束の在り方についての検討が必要と考える。

「職員の処遇改善」に関しては，「人材不足と低賃金を解消することが権利擁護，虐待防止につなが

る」「介護職員を取り巻く現状は厳しく，疲弊した職員に介護されては，権利擁護は守られない」「精神

的，肉体的に疲労している中，現実とのギャップやストレスを感じる」等の意見があり，職員の処遇改

善に加えて，職員のメンタルヘルス対策に取り組む必要性も高まっている。

また，「高齢者権利擁護の研修」に関しては，「研修会を増やして欲しい」「内部研修では限界がある

ため，外部研修の機会が必要」「身体拘束の困難事例や改善策の事例集があるとよい」「研修用ＤＶＤが

あるとよい」等の要望や意見があった。

以上の調査結果から，不適切な身体拘束の廃止や高齢者の権利や尊厳を守るため，次の取り組みを更に

進めることが適当である。

○医療的ケアを行う際の身体拘束の在り方の検討

○権利擁護に関する制度等の利用者等への説明の徹底

○研修体制の充実

○職員の処遇改善や職場におけるメンタルヘルス対策
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平
成
２
７
年
度
茨
城
県
高
齢
者
権
利
擁
護
等
実
態
調
査
に
つ
い
て
 

 １
 
調
査
目
的
 

こ
の
調
査
は
，
茨
城
県
内
の
介
護
保
険
施
設
・
事
業
所
，
老
人
福
祉
施
設
等
に
お
け
る
身
体
拘
束
廃
止
，
高
齢
者

虐
待
防
止
な
ど
の
権
利
擁
護
体
制
に
つ
い
て
，
そ
の
実
態
，
認
識
及
び
取
り
組
み
状
況
を
把
握
し
，
今
後
の
高
齢
者

権
利
擁
護
の
推
進
を
図
る
た
め
の
資
料
を
得
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
実
施
す
る
。
 

※
 
調
査

は
無
記

名
に
よ

り
実
施

し
，
上

記
の
目

的
以
外

に
使
用

す
る
こ

と
は
あ

り
ま
せ

ん
。
 

 ２
 
調
査
対
象
施
設
及
び
対
象
者
 

下
記
施
設
の
管
理
者
及
び
現
場
責
任
者
を
対
象
と
す
る
。
 

（
１
）
 介

護
保
険
施
設
（
介
護
老
人
福
祉
施
設
，
介
護
老
人
保
健
施
設
，
介
護
療
養
型
医
療
施
設
）
 

（
２
）
 老

人
福
祉
施
設
（
有
料
老
人
ホ
ー
ム
，
養
護
老
人
ホ
ー
ム
，
軽
費
老
人
ホ
ー
ム
）
 

（
３
）
 地

域
密
着

型
サ

ー
ビ

ス
（
地
域

密
着
型

介
護

老
人

福
祉
施
設

入
所
者

生
活

介
護

，
認
知
症

対
応
型

共
同

生

活
介
護
，
（
看
護
）
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
）
 

 
 
（
４
）
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
 

 ３
 
調
査
機
関
 

 
 
 
茨
城
県
 

 ４
 
調
査
期
日
 

 
 
 
平
成
２
７
年
１
０
月
５
日
（
月
）
 
～
 
平
成
２
７
年
１
０
月
１
１
日
（
日
）
 

 ５
 
調
査
様
式
 

 
 
 
別
添
の
高
齢
者
権
利
擁
護
等
実
態
調
査
票
に
よ
る
。
 

 ６
 
提
出
期
限
 

 
 
 
平
成
２
７
年
１
１
月
２
日
（
月
）
必
着
 

 ７
 
連

絡
先
 
 
 
茨
城
県
保
健
福
祉
部
長
寿
福
祉
課
地
域
ケ
ア
推
進
室
地
域
ケ
ア
推
進

G
 
 
担
当
 
本
橋
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 〒

３
１
０
－
８
５
５
５
 
茨
城
県
水
戸
市
笠
原
町
９
７
８
番
６
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｔ
Ｅ
Ｌ
 
０
２
９
－
３
０
１
－
１
１
１
１
（
代
）
 
内
線
：
３
３
３
１
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｆ
Ａ
Ｘ
 
０
２
９
－
３
０
１
－
３
３
４
８
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長
 福

 第
 １

１
９
０
 号

 

平
成
２
７
年
８
月
３
１
日
 

   
 

介
護
保
険

関
係

施
設

・
事

業
所
 
管
理

者
 
殿
 

 
 

老
人
福
祉

施
設

等
 
管
理

者
 
殿
 

 
 
サ
ー

ビ
ス

付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
事
業
登
録
事
業
者
の
代
表
者
 
殿
 

 
 
 

  
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
茨
城
県
保
健
福
祉
部
長
寿
福
祉
課
長
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（
 
公
 
印
 
省
 
略
 
）
 

  

「
平

成
２
７
年
度
茨
城
県
高
齢
者
権
利
擁
護
等
実
態
調
査
」
の
実
施
に
つ
い
て
（
依
頼
）
 

  

 
時

下
ま

す
ま
す
御
清
祥
の
こ
と
と
お
慶
び
申
し
上
げ
ま
す
。
 

高
齢

者
福

祉
行
政
の
推
進
に
つ
き
ま
し
て
は
，
日
頃
か
ら
特
段
の
御
理
解
と
御
支
援
を
い
た
だ
き
お
礼
申
し
上
げ
 

ま
す

。
 

本
県

で
は

，
高
齢
者
の
人
権
や
Ｑ
Ｏ
Ｌ
に
配
慮
し
た
適
切
で
安
全
な
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
を
推
進
し
て
お
 

り
ま
す
。
 

さ
て

，
今

回
，
県
内
の
介
護
保
険
施
設
・
事
業
所
，
老
人
福
祉
施
設
等
の
権
利
擁
護
体
制
の
実
態
を
把
握
し
，
 

今
後
の
高
齢
者

の
権

利
擁

護
の

推
進
を

す
る

た
め

の
基

礎
的

な
資
料
を
得
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
，
標
記
調
査
を
実
施

す
る
こ
と
に
い

た
し

ま
し

た
。
ご
多

忙
の

折
，
恐
縮

で
す
が

，
当
該
調
査
の
主
旨
を
ご
理
解
い
た
だ
き
是
非
ご
協
力
を

お
願

い
い

た
し
ま
す
。
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 （
４
）
認
知
症
高
齢
者
の
日
常
生
活
自
立
度
別
人
数
（
【
別
紙
】
２
ペ
ー
ジ
目
参
照
）
 

自
立
 

人
 

ラ
ン
ク
Ⅰ
 

人
 

ラ
ン
ク
Ⅱ
a 

人
 

ラ
ン
ク
Ⅱ
ｂ
 

人
 

ラ
ン
ク
Ⅲ
a 

人
 

ラ
ン
ク
Ⅲ
b 

人
 

ラ
ン
ク
Ⅳ
 

人
 

ラ
ン
ク

M 
人
 

 

 （
５
）
寝
た
き
り
度
（
障
害
高
齢
者
の
日
常
生
活
自
立
度
）
別
人
数
（【

別
紙
】
３
ペ
ー
ジ
目
参
照
）
 

自
立
 

人
 

ラ
ン
ク

J
１
 

人
 

ラ
ン
ク

J
２
 

人
 

ラ
ン
ク

A
１
 

人
 

ラ
ン
ク

A
２
 

人
 

ラ
ン
ク

B
１
 

人
 

ラ
ン
ク

B
２
 

人
 

ラ
ン
ク

C
１
 

人
 

ラ
ン
ク

C
２
 

 
 
 
 
 
人
 

 （
６
）
医
療
的
ケ
ア
の
実
施
人
数
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 
 
 
 
 あ

り
（
実
人
数
）
（
 
 
 
 
 
 
人
 
）
 
 
な
し
（
 
 
 
 
 
人
 
）
 

※
「
あ
り

」
の
場

合
の
内

訳
（
該

当
す
る

次
の
項

目
に
人

数
を
記

入
し
て

く
だ
さ

い
。
（
複
数
回

答
可
）
 

経
管
栄
養
（
胃
ろ
う
）
 

人
 

経
管
栄
養
（
経
鼻
）
 

人
 

吸
引
 

人
 

点
滴
（
中
心
静
脈
栄
養
含
む
）
 

人
 

酸
素
療
法
 

人
 

気
管
切
開
 

人
 

褥
瘡
の
処
置
 

人
 

膀
胱
内
留
置
カ
テ
ー
テ
ル
 

人
 

イ
ン
シ
ュ
リ
ン
注
射
 

人
 

そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

人
 

 （
７
）
オ
ム
ツ
使
用
者
数
（
リ
ハ
ビ
リ
パ
ン
ツ
含
む
）
 

 
 
昼
夜
問
わ
ず
使
用
し
て
い
る
者
（
 
 
 
 
 
 
 
）
人
 
夜
間
の
み
使
用
し
て
い
る
者
（
 
 
 
 
 
 
）
人
 

 【
身
体
拘
束
の
実
施
状
況
】
 

問
４
 
利
用
者
等
の
身
体
拘
束
状
況
 

平
成

27
年

1
0
月

5
日
か
ら

1
0
月

11
日
ま
で
の
７
日
間
に
つ
い
て
，
や
む
を
得
ず
身
体
拘
束
（
行
動
制
限
）
を
実

施
し
た
者
の
数
(一

時
実
施
も
含
む
)を

行
為
毎
に
分
け
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

・
 

1
人
の

利
用
者

に
複
数

の
身

体
拘
束

行
為
を

行
っ
て

い
る
場

合
は

，
主
た

る
（

最
も
長

時
間

行
っ
た

）
身

体
拘
束

の
行

為
に
つ
い

て
記
入

し
て
く

だ
さ
い

。
 

・
 
①
～

⑫
以
外

の
内
容

の
場
合

は
，
⑬

へ
記
述

し
て
く

だ
さ
い

。
 

・
 
外
部

の
介
護

保
険
サ

ー
ビ
ス

で
実
施

し
て
い

る
場
合

は
，（

 
）
内

に
人
数

を
記
入

し
て
く

だ
さ
い

。
 

 
 
→
 
該
当
者
が
い
た
場
合
，
そ
の
方
の
状
況
に
つ
い
て
 
【
別

紙
】

 
に
個
別
に
記
載
く
だ
さ
い
。
 
 

 
（
単
位
：
人
）
 

身
体
拘
束

の
内
容
 

1
0
/
5 

1
0
/
6 

1
0
/
7 

1
0
/
8 

1
0
/
9 

1
0
/
10
 

1
0
/
11
 

①
徘

徊
し

な
い

よ
う
に

，
車

い
す
や

い
す
，

ベ
ッ

ド
に

体
幹
や
四
肢
を
ひ
も
等
で
縛
る
 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

②
転

落
し

な
い

よ
う
に

，
ベ

ッ
ド
に

体
幹
や

四
肢

を
ひ

も
等
で
縛
る
 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

③
自

分
で

降
り

ら
れ
な

い
よ

う
に
，

ベ
ッ
ド

を
柵

（
サ

イ
ド
レ
ー
ル
等
）
で
囲
む
 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

④
点

滴
・

経
菅

栄
養
等

の
チ

ュ
ー
ブ

を
抜
か

な
い

よ
う

に
，
四
肢
を
ひ
も
等
で
縛
る
 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

⑤
点

滴
・

経
管

栄
養
等

の
チ

ュ
ー
ブ

を
抜
か

な
い

よ
う

に
，

ま
た

は
皮

膚
を
か

き
む

し
ら
な

い
よ
う

に
，

手
指

の
機
能
を
制
限
す
る
ミ
ト
ン
型
の
手
袋
等
を
つ
け
る
 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 

(
  
 
  
) 
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高
齢
者

権
利
擁

護
等

実
態
調

査
票

 

記
入
は
，
介
護
現
場
に
お
い
て
責
任
を
担
っ
て
い
る
方
に
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
 

施
設
種
別
 

（
番

号
や

有
・

無
を

○
で

囲

む
）
 

１
：
介
護
老
人
福
祉
施
設
（
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
）
 
 

 
２
：
介
護
老
人
保
健
施
設
 

３
：

介
護

療
養

型
医

療
施

設
 
 
４
：

養
護

老
人

ホ
ー
ム
 
 
５
：
軽
費
老
人
ホ
ー
ム
 
 

６
：
有
料
老
人
ホ
ー
ム
（
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
の
指
定
 有

・
無
  

併
設
：
訪
問
介
護
 有

・
無
 
／
 

通
所
介
護
 
有
・
無
 
）
 
 

７
：
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
 
 
 
 
８
：
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
 

９
：
看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
 
 
 
10
：
地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
 

11
：
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
（
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
の
指
定
 
有
・
無
 

併
設

：
訪

問
介
護
 
有
・
無
 
／
 
通
所
介
護
 
有
・
無
 
）
 

記
入

者
職

名
 

(
主

た
る

職
名

の
番

号
を

１
つ

○
で
囲
む
) 

１
：
管
理
者
 
 
２
：
介
護
支
援
専
門
員
 
 
３
：
計
画
作
成
担
当
者
 

 
 

４
：
相
談
員
 

５
：
看
護
師
長
（
主
任
）
 
 
６
：
介
護
士
長
（
主
任
）
 

７
：
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
担
当
職
員
 

８
：

事
務

系
職

員
 
 
 
 
 
９

：
そ

の
他

（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 【
事
業
所
基
礎
情
報
】
 

問
１

 
事
業
所

・
施

設
・

住
宅

の
利
用

定
員

数
等
 

 （
１

）
平
成

27
年

10
月

1
日
現
在
の
利
用
定
員
数
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 

 
 利

用
総
定

員
数

（
 
 
 
 
 
 
）

人
 

 （
２

）
ユ

ニ
ッ
ト
ケ
ア
実
施
の
有
無
の
番
号
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ

い
。
 
 
１
 
あ
り
 
・
 
２
 
な
し
 

 （
３

）
平
成

27
年

10
月

1
日
現
在
の
介
護
・
看
護
従
事
者
数
（
職
員
数
）
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
職
員
数
 

再
掲
）
日
勤
従
事
者

数
 

再
掲
）
夜
勤
従
事
者
数
 

介
護

職
員

※
 

 
 
 
 
 
 
人
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
人
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
人
 

看
護

職
員
 

 
 
 
 
 
 
人
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
人
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
人
 

※
サ

ー
ビ

ス
付

き
高

齢
者

向
け

住
宅

等
に

お
い

て
，「

介
護

職
員

」
の

名
称

で
な

く
て

も
介

護
を

行
っ

て
い

る
場

合
は
「

介
護

職
員

」
に

計
上

し
て

く
だ

さ
い

。
 

 問
２

 
利
用
者

等
数
 

平
成

27
年

10
月

5
日
か
ら

10
月

11
日
ま

で
の

７
日

間
に

つ
い
て
，
日
毎
の
利
用
者
・
入
所
(居

)者
数
を
記
入
 

し
て

く
だ
さ
い
。
 

 日
付
 

10
 月

5
日
 

10
月

6
日
 

10
月

7
日
 

10
月

8
日
 

10
月

9
日
 

10
月

10
日
 

10
月

11
日
 

人
数
 

 
 

 
 

 
 

 

 問
３

 
利

用
者

等
の
状
況
（
平
成

27
年

10
月

5
日
現
在
の
利
用
者
・
入
所
（
居
）
者
状
況
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。）

 
 （

１
）
平

均
年
齢

（
小

数
点

第
２

位
四

捨
五

入
，

小
数

点
第

１
位

ま
で

記
入

）
 

 
（

 
 

 
 

 
）

歳
 

 （
２

）
男

女
別

人
数
 
 
 
 

男
：（

 
 

 
 

 
 

 
 
）

人
 
 
 
女
：（

 
 
 
 
 
 
）
人
 

 （
３
）
要
介
護

度
別

人
員
 

自
立
 

人
 

要
支

援
１
 

人
 

要
支
援
２
 

人
 

要
介
護
１
 

人
 

要
介

護
２
 

人
 

要
介
護
３
 

人
 

要
介
護
４
 

人
 

要
介

護
５
 

人
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問
８
 
身
体
拘
束
廃
止
に
向
け
た
貴
施
設
等
の
取
り
組
み
の
現
状
に
つ
い
て
，
あ
な
た
は
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
ま
す
か
。 

該
当
す
る
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

 

 
 
 
1
 
 
十
分
 
 
 
 
 
2
 
だ
い
た
い
十
分
 
 
 
 
3
 
 
や
や
不
十
分
 
 
 
 
4
 
 
不
十
分
 

 問
９
 
問
８
で
，「

3
 
や
や
不
十
分
」
「
4 

不
十
分
」
と
回
答
し
た
方
の
み
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

貴
施
設
等
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
，
あ
な
た
は
何
が
不
十
分
と
考
え
ま
す
か
。
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 

 問
1
0 

今
後
の
身
体
拘
束
廃
止
に
向
け
た
貴
施
設
等
の
取
り
組
み
の
方
針
に
つ
い
て
，
あ
な
た
は
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い

ま
す
か
。
該
当
す
る
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

 

 
 
 
1
 
 
当
面
，
現
状
維
持
で
よ
い
と
考
え
て
い
る
 

 
 
 
2
 
 
も
う
少
し
推
進
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
 

 
 
 
3
 
 
お
お
い
に
推
進
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
 

 
 
 
4
 
 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
 問

1
1 

貴
施
設
等
で
，
サ
ー
ビ
ス
担
当
者
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
提
供
状
況
に
つ
い
て
，
定
期
的
に
利
用
者
の
意
見
や
感
想
を

聞
き
取
る
等
，
適
切
に
サ
ー
ビ
ス
提
供
さ
れ
て
い
る
か
否
か
を
確
認
し
て
い
ま
す
か
。
該
当
す
る
番
号

1
つ
を
○
で

囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

  
 
 

1 
 
し
て
い
る
 
 
 
 
 
 
 
 

2 
 
し
て
い
な
い
 
 
 
 
 
 
 

3 
 
わ
か
ら
な
い

 
 問

1
2 

貴
施
設
等
で
，
意
見
箱
や
苦
情
相
談
窓
口
を
設
置
し
，
相
談
方
法
や
担
当
者
を
施
設
等
内
に
掲
示
し
た
り
，
パ
ン

フ
レ
ッ
ト
に
記
載
し
て
発
行
す
る
な
ど
，
苦
情
相
談
方
法
に
つ
い
て
利
用
者
や
家
族
に
説
明
し
て
い
ま
す
か
。
該
当

す
る
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
し
て
く
だ
さ
い
。
 

  
 
 
1
 
 
ど
ち
ら
も
実
施
し
て
い
る

 
 
 
 
2
 
 
苦
情
相
談
窓
口
を
設
置
し
て
い
る
が
説
明
は
し
て
い
な
い
 

3
 

ど
ち
ら
も
実
施
し
て
い
な
い
 

4
 

わ
か
ら
な
い
 

 問
1
3 

貴
施
設
等
で
は
，
利
用
者
及
び
家
族
の
求
め
に
応
じ
て
援
助
に
関
す
る
記
録
の
開
示
を
行
っ
て
い
ま
す
か
。
該
当

す
る
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

 

1
 

利
用
者
及
び
家
族
の
求
め
に
応
じ
援
助
に
関
す
る
記
録
を
開
示
で
き
る
よ
う
に
手
順
を
定
め
て
い
る
 

2
 

特
に
記
録
の
開
示
に
対
す
る
手
順
は
定
め
て
い
な
い
が
，
利
用
者
及
び
家
族
の
求
め
が
あ
れ
ば
開
示
す
る
 

3
 

現
状
で
は
，
利
用
者
及
び
家
族
の
求
め
に
応
じ
た
記
録
の
開
示
は
行
っ
て
い
な
い
 

4
 

わ
か
ら
な
い
 

 問
1
4 

貴
施
設
等
で
利
用
者
の
金
銭
を
預
か
り
管
理
す
る
場
合
，
金
銭
管
理
費
・
日
常
生
活
費
の
規
定
を
備
え
，
利
用
者

や
家
族
へ
定
期
的
に
報
告
す
る
な
ど
実
施
し
て
い
ま
す
か
。
該
当
す
る
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

  
 
 
1
 
 
金
銭
管
理
費
・
日
常
生
活
費
の
規
定
を
備
え
，
利
用
者
や
家
族
に
収
支
等
を
定
期
的
に
報
告
し
て
い
る
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⑥
車

い
す

や
い

す
か

ら
ず

り
落

ち
た

り
し

な
い

よ
う

に
，

Ｙ
字
型
拘
束
帯
や
腰
ベ
ル
ト
を
つ
け
る
 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

⑦
車

い
す

や
い

す
か
ら

立
ち

上
が
っ

た
り
し

な
い

よ
う

に
，

Ｙ
字

型
拘
束

帯
や

腰
ベ
ル

ト
，

車
い
す

テ
ー

ブ

ル
を
つ
け
る
 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

⑧
立

ち
上

が
る

能
力

の
あ

る
人

の
立
ち
上
が
り
を
妨
げ
る

よ
う
な
い
す
を
使
用
す
る
 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

⑨
脱

衣
や

お
む

つ
は

ず
し

を
制

限
す

る
た

め
に

，
介
護

衣
（
つ
な
ぎ
服
）
を
着
せ
る
 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

⑩
他

人
へ

の
迷

惑
行
為

を
防

ぐ
た
め

に
，
ベ

ッ
ド

な
ど

に
体
幹
や
四
肢
を
ひ
も
等
で
縛
る
 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

⑪
行

動
を

落
ち

着
か
せ

る
た

め
に
，

向
精
神

薬
を

過
剰

に
服
用
さ
せ
る
 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

⑫
自

分
の

意
思

で
開
け

る
こ

と
の
で

き
な
い

居
室

等
に

隔
離
す
る
 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

⑬
そ
の
他
 
 

（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

合
計

人
数

 
( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

( 
  
  
) 

 【
身
体
拘
束
廃
止
に
係
る
施
設
内
等
の
体
制
】
 

問
５

 
身

体
拘

束
に
つ
い
て
の
貴
施
設
等
の
対
応
方
針
は
ど
の
よ
う

に
な
っ
て
い
ま
す
か
。
該
当
す
る
番
号

1
つ
を
○
で

囲
ん

で
く
だ
さ
い
。
ま
た
，「

5」
と
回
答
さ
れ
た
場
合
は
，
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

  
 

 
1 

 
一
切

行
わ

な
い
方

針
で
あ

る
 

2 
 
「
緊
急
や
む
を
得
な
い
」
場
合
に
限
り
身
体
拘
束
廃
止
委
員
会
に
諮
る
な
ど
，
一
定
の
手
続
き
を
前
提
に
 

容
認

し
て

い
る
 

3 
 
「
緊
急
や
む
を
得
な
い
」
場
合
に
限
る
方
針
で
あ
る
が
，
判
断
は
個
々
の
担
当
者
に
委
ね
て
い
る
 

4 
 
特
に
方
針
は
掲
げ
て
お
ら
ず
，
個
々
の
担
当
者
の
判
断
で
処
理
し
て
い
る
実
態
に
あ
る
 

5 
 
そ

の
他

（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
 

問
６

 
身

体
拘
束
廃
止
を
推
進
す
る
体
制
と
し
て
，
貴
施
設
等
全
体
で
取
り
組
む
仕
組
み
は
あ
り
ま
す
か
。
 

該
当

す
る
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

  
 

 
1 

 
あ
る

 
 

 
 
 

 
 
 

2 
 
な
い

 
 問

７
 
問

６
で

「
1」

と
回
答
さ

れ
た
施

設
の

み
記

入
し

て
く

だ
さ
い
。
 

「
取

り
組
む
仕
組
み
」
と
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で
す
か
。
該

当
す
る
番
号
す
べ
て
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。（

複

数
回

答
可

）
ま
た
，「

6」
と
回
答
さ
れ
た
場
合
は
，
具
体
的
に

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 

 
 

 
1 

 
身
体

拘
束

廃
止
検

討
委
員

会
の

設
置
 

 
 

 
2 

 
「
緊

急
や

む
を
得

な
い
場

合
」

を
判

断
す

る
体

制
・
手
続
き
の
策
定
 

 
 

 
3 

 
施
設

の
従

業
者
そ

の
他
の

関
係

者
の

意
識

啓
発

の
た
め
の
取
り
組
み
（
計
画
的
な
研
修
計
画
策
定
）
 

 
 

 
4 

 
介
護

の
提

供
体
制

・
施
設

の
設

備
等

の
改

善
計

画
策
定
 

 
 

 
5 

 
身
体

拘
束

廃
止
に

向
け
て

の
数

値
目

標
の

設
定

（
改
善
計
画
策
定
）
 

 
 

 
6 

 
そ
の

他
（

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
 

― 75 ―
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問
1
9
 
問

1
8
で
，「

1
」「

3」
の
委
員
会
設
置
，
又
は
「
2」
「
4
」
の
定
期
的
に
検
討
し
て
い
る
と
し
た
場
合
，
そ
の
開

催
頻
度
（
検
討
頻
度
）
は
ど
の
程
度
で
す
か
。
該
当
す
る
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

 
1
 

 
毎
月
１
回
 

2
 

 
２
ヶ
月
に

1
回
（
年
６
回
程
度
）
 

3
 

 
年
３
～
４
回
 

4
 

 
年
１
～
２
回
 

5
 

 
年
１
回
 

6
 

 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 

問
2
0
 
貴
施
設
等
で
は
，
虐
待
防
止
や
身
体
拘
束
廃
止
な
ど
利
用
者
に
対
す
る
施
設
の
権
利
擁
護
に
係
る
研
修
を
行
っ

て
い
ま
す
か
。
該
当
す
る
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

 
1
 

施
設
内
や
同
一
法
人
内
で
研
修
を
行
っ
て
い
る
 
 

 
2
 

県
な
ど
行
政
が
行
っ
て
い
る
施
設
外
の
研
修
に
参
加
さ
せ
て
い
る

 
3
 

行
政
以
外
の
施
設
外
の
研
修
に
参
加
さ
せ
て
い
る

 
4
 

特
に
行
っ
て
い
な
い

 
 問

2
1 

今
後
の
高
齢
者
の
権
利
擁
護
に
向
け
た
貴
施
設
等
の
取
り
組
み
の
方
針
に
つ
い
て
，
あ
な
た
は
ど
の
よ
う
に
考
え

て
い
ま
す
か
。
該
当
す
る
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

 

 
 
 
1
 
 
当
面
，
現
状
維
持
で
よ
い
と
考
え
て
い
る
 

 
 
 
2
 
 
も
う
少
し
推
進
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
 

 
 
 
3
 
 
お
お
い
に
推
進
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
 

4
  

  
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
 

【
高
齢
者
虐
待
の
防
止
策
及
び
対
応
策
】

 
問

2
2 

施
設
等
に
お
け
る
高
齢
者
虐
待
と
思
わ
れ
る
行
為
に
対
し
，
そ
の
防
止
ま
た
は
対
応
策
と
し
て
，
現
在
施
設
内
等

で
実
施
し
て
い
る
対
策
に
つ
い
て
，
下
記
の
項
目
の
中
で
該
当
す
る
項
目
す
べ
て
に
つ
い
て
，
回
答
欄
に
○
を
記
入

し
て
く
だ
さ
い
。
 

 

実
施
し
て
い
る
対
策
 

回
答

欄
 

１
 
高
齢
者
虐
待
に
関
す
る
施
設
内
の
研
修
を
行
う
，
も
し
く
は
外
部
の
研
修
に
参
加
さ
せ
る
（
す
る
）
 

 

２
 
高
齢
者
虐
待
に
限
ら
ず
権
利
擁
護
に
関
す
る
研
修
を
行
う
，
も
し
く
は
外
部
の
研
修
に
参
加
さ
せ
る
（
す
る
）
 

 

３
 
接
遇
研
修
を
実
施
す
る
も
し
く
は
外
部
の
研
修
に
参
加
さ
せ
る
（
す
る
）
 

 

４
 
認
知
症
に
関
す
る
研
修
を
実
施
す
る
，
も
し
く
は
外
部
の
研
修
に
参
加
さ
せ
る
（
す
る
）
 

 

５
 
他
施
設
と
情
報
交
換
等
の
交
流
を
す
る
 

 

６
 
適
性
の
あ
る
職
員
を
採
用
す
る
 

 

７
 
職
員
数
を
増
や
す
 

 

８
 
夜
勤
体
制
を
強
化
す
る
 

 

９
 
「
職
員
数
を
増
や
す

」「
夜
間
体
制
を
強
化
す
る
」
以
外
の
人
員
配
置
の
工
夫
を
す
る
。

 
 

1
0 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
の
人
材
を
活
用
す
る
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2 

 
特
に
規
定
は
設
け
て
い
な
い
が
，
利
用
者
や
家
族
に
収
支
等
に
つ
い
て
定
期
的
に
報
告
し
て
い
る
 

3 
金

銭
は
預

か
っ

て
い

な
い
 

4 
わ
か
ら
な
い
 

 
問

15
 
貴
施

設
等
で
は
，
成
年
後
見
制
度
や
日
常
生
活
自
立
支
援
事

業
の
情
報
提
供
や
説
明
を
し
て
い
ま
す
か
。
該
当
す

る
番
号

1
つ
を

○
で

囲
ん

で
く

だ
さ
い

。
 

  
 

 
1 

 
ど
ち

ら
も

説
明
し

て
い
る
 

2 
成
年
後
見
制
度
の
説
明
を
し
て
い
る
 

3 
日
常
生
活
自
立
支
援
事
業
の
説
明
を
し
て
い
る
 

4 
ど
ち
ら
も
説
明
し
て
い
な
い
 

5 
わ
か
ら
な
い
 

 問
16
 
貴
施

設
等
で
は
，
職
員
に
対
し
「
高
齢
者
虐
待
防
止
，
高
齢
者
の
養
護
者
に
対
す
る
支
援
等
に
関
す
る
法
律
（
高

齢
者

虐
待
防
止
法
）」

に
つ
い
て
，
今
年
度
中
（
H2
7.
4.
1～

H2
8.

3.
31
）
に
説
明
や
研
修
等
を
実
施
又
は
計
画
し
て

い
ま
す
か

。
該

当
す

る
番
号

1
つ

を
○

で
囲

ん
で

く
だ

さ
い

。
 

 

1 
資
料
に
よ
る
説
明
や
研
修
を
実
施
し
た
 

2 
説
明
を
し
た
 

3 
説
明
や
研
修
を
計
画
し
て
い
る
 

4 
特
に
実
施
し
て
い
な
い
 

 【
高
齢
者
虐
待
防
止
や
身
体
拘
束
廃
止
な
ど
利
用
者
に
対
す
る
施
設
等
全
体
の
権
利
擁
護
体
制
】
 

問
17
 
貴
施
設
等
で
権
利
擁
護
，
虐
待
防
止
，
身
体
拘
束
廃
止
な
ど
で
，
中
心
的
・
指
導
的
に
業
務
を
行
っ
て
い
る
の
 

は
誰

で
す
か
。
該
当
す
る
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

 

1 
 
特
に
位
置
づ
け
し
て
い
な
い
 

2 
 
管

理
者

（
施

設
長

）
 

3 
 
介

護
支

援
専

門
員
 

4 
 
相

談
員
 

5 
 
看

護
師

（
主

任
等

）
 

6 
 
介

護
士

（
主

任
等

）
 
 

7 
 
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
担
当
職
員
 

8 
 
そ

の
他

（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 

問
18
 
貴
施
設
等
で
は
，
虐
待
防
止
や
身
体
拘
束
廃
止
な
ど
利
用
者
に
対
す
る
施
設
全
体
の
権
利
擁
護
体
制
を
検
討
す
 

る
委
員
会

を
設

置
し

て
い

ま
す

か
。
該

当
す

る
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

1 
虐
待
防
止
や
身
体
拘
束
廃
止
な
ど
利
用
者
に
対
す
る
施
設
全
体
の
権
利
擁
護
体
制
を
検
討
す
る
委
員
会
を
 

設
置

し
て

い
る
 

2 
委
員
会
は
設
置
し
て
い
な
い
が
，
虐
待
防
止
，
身
体
拘
束
廃
止
な
ど
施
設
の
権
利
擁
護
体
制
に
つ
い
て
定
 

期
的
に
検
討
し
て
い
る
 

3 
身
体
拘
束
廃
止
に
係
る
委
員
会
を
設
置
し
て
い
る
 

4 
委
員
会
は
設
置
し
て
い
な
い
が
，
身
体
拘
束
廃
止
に
つ
い
て
定
期
的
に
検
討
し
て
い
る
 

5 
定
期
的
な

検
討

会
は

設
け

て
い

な
い
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 1
0 

/ 1
4 

―
以
降
の
質
問
は
，
施
設
従
事
者
等
（
職
員
）
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
と
思
わ
れ
る
行
為
に
つ
い
て
の
み
お
聞
き
し
ま
す
―
 

 問
2
4 

平
成
２
６
年
度
に
貴
施
設
等
に
お
い
て
，
本
人
や
家
族
か
ら
の
苦
情
や
職
員
か
ら
の
報
告
，
外
部
機
関
か
ら
の
指

導
等
に
て
行
わ
れ
た
事
が
確
認
で
き
た
高
齢
者
虐
待
と
思
わ
れ
る
ケ
ー
ス
は
あ
り
ま
し
た
か
。
番
号

1
つ
を
○
で
囲

ん
で
く
だ
さ
い
。
 

  
 
 
１
 
あ
っ
た
（
 
 
 
 
 
 
）
件
※
 
 
 
２
 
な
か
っ
た
 
 
３
 
把
握
し
て
い
な
い

 
 

※
 
再
掲
）
外
部
か
ら
の
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
事
業
従
事
者
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
場
合
 

 
 
 
 
 
 
 
サ
ー
ビ
ス
種
別
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
（
 
 
 
 
 
 
）
件

 
 問

2
5
 
問

2
4
で
「
あ
っ
た
」
と
回
答
し
た
場
合
，
す
べ
て
の
事
例
に
つ
い
て
，
虐
待
の
種
類
ご
と
に
，
件
数
を
記
入
し

て
く
だ
さ
い
。
 

※
虐
待
の

内
容
に

つ
い
て

は
，【

別
紙

】
４
ペ
ー
ジ
目
【

高
齢
者

虐
待

に
つ

い
て
】

を
ご
参

照
く

だ
さ
い

。
 

 

 
件
 
 
数
 

虐 待 の 種 類 

身
体
的
虐
待
 

（
 
 
 
 
 
 
）
件
 

介
護
・
世
話
の
放
棄
・
放
任
 

（
 
 
 
 
 
 
）
件
 

心
理
的
虐
待
 

（
 
 
 
 
 
 
）
件
 

性
的
虐
待
 

（
 
 
 
 
 
 
）
件
 

経
済
的
虐
待
 

（
 
 
 
 
 
 
）
件
 

そ
の
他
 

（
 
 
 
 
 
 
）
件
 

 【
要
望
・
提
言
等
】
 

 
問

26
 
身
体
拘
束
廃
止
・
高
齢
者
の
権
利
擁
護
・
高
齢
者
の
虐
待
防
止
等
に
関
し
て
，
要
望
や
提
言
が
あ
り
ま
し
た
ら
，

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

          

 ご
協

力
あ

り
が

と
う

ご
ざ

い
ま

し
た

。
 

 9
 / 

14
 

11
 
施
設
内
の
他
職
種
間
の
連
携
を
高
め
る
 

 

12
 
医
師
や
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
等
の
施
設
外
の
他
職
種
と
の
連
携
を
高
め
る
 

 

13
 
虐
待
防
止
に
関
す
る
施
設
全
体
の
方
針
を
明
確
に
す
る
 

 

14
 
虐
待
防
止
に
関
す
る
管
理
者
（
施
設
長
等
）
の
責
任
を
明
確
に
す
る
 

 

15
 
虐
待
防
止
に
関
す
る
施
設
内
の
職
種
，
職
責
に
お
け
る
役
割
や
責
任
を
明
ら
か
に
す
る
 

 

16
 
施
設
に
お
け
る
規
則
等
を
再
検
討
す
る
 

 

17
 
虐
待
防
止
に
関
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
や
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
作
成
す
る
 

 

18
 
虐
待
が
起
こ
っ
た
場
合
に
職
員
に
よ
る
報
告
や
通
報
を
妨
げ
な
い
よ
う
支
援
す
る
 

 

19
 
業
務
内
容
（
一
斉
介
助
や
流
れ
作
業
等
）
の
見
直
し
を
行
う
 

 

20
 
施
設
内
で
の
法
令
遵
守
（
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
）
を
徹
底
さ
せ
る
 

 

21
 
ア
セ
ス
メ
ン
ト
や
ケ
ア
プ
ラ
ン
の
内
容
・
方
法
等
の
見
直
し
を
行
う
 

 

22
 
高
齢
者
虐
待
に
関
す
る
委
員
会
な
ど
の
組
織
体
制
を
整
備
す
る
 

 

23
 
苦
情
対
応
等
の
権
利
擁
護
に
関
す
る
窓
口
を
設
定
す
る
，
担
当
者
を
決
め
る
 

 

24
 
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
制
度
等
の
第
三
者
か
ら
定
期
的
な
点
検
を
受
け
る
仕
組
み
を
導
入
す
る
 

 

25
 
家
族
等
に
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
を
知
っ
て
も
ら
う
た
め
の
報
告
・
連
絡
等
を
行
う
 

 

26
 
施
設
の
情
報
公
表
を
進
め
る
（
介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
の
公
表
制
度
の
利
用
）
 

 

27
 
外
部
機
関
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
評
価
を
受
け
る
（
福
祉
サ
ー
ビ
ス
第
三
者
評
価
等
の
利
用
）
 

 

28
 
市
町
村
・
都
道
府
県
等
へ
の
確
認
相
談
等
を
積
極
的
に
行
う
 

 

29
 
法
的
な
問
題
に
つ
い
て
施
設
が
相
談
で
き
る
存
在
（
顧
問
弁
護
士
等
）
を
確
保
す
る
 

 

30
 
介
護
の
補
助
と
し
て
機
器
類
を
活
用
し
て
い
る
 
 
 

機
器
の
種
類
・
台
数
等
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 

31
 
そ
の
他
，
取
り
組
み
で
努
力
し
て
い
る
点
・
苦
労
し
て
い
る
点
等
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
 

 

 【
施
設
内
で
起
き
た
権
利
侵
害
に
係
る
状
況
】
 

問
23
 
平
成
２
６
年
度
（
平
成
２
６
年
４
月
～
平
成
２
７
年
３
月
）
に
貴
施
設
・
事
業
所
等
に
対
し
て
サ
ー
ビ
ス
提
供
の

内
容

に
関

す
る
苦
情
・
相
談
が
あ
り
ま
し
た
か
。
番
号

1
つ
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
ま
た
，「

あ
っ
た
」
場
合

は
，

苦
情
・
相
談
等
の
件
数
・
内
容
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

※
当

該
施

設
・
住

宅
の

入
居

者
・
家

族
か

ら
，
外

部
か

ら
の

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

に
お

け
る

苦
情
・
相

談
が

あ
っ

た
場

合
は

，

そ
の

旨
記

載
く

だ
さ

い
。

 
例

）
外

部
か

ら
の

訪
問

介
護

を
受

け
て

い
る

が
，

十
分

に
体

を
洗

っ
て

も
ら

え
な

い
。

 

 

 
 
 
 
１
 
あ
っ
た
（
 
 
 
 
 
 
）
件
 
 

 
（
内
容
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
）

 
２

 
な
か
っ
た
 
 

 
３

 
把
握
し
て
い
な
い
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 1
2 

/ 1
4 

■
認
知
症
高
齢
者
の
日
常
生
活
自
立
度
判
定
基
準
 

ラ
ン ク
 

判
断

基
準

 
見

ら
れ

る
症

状
・
行

動
の

例
 

判
断

に
あ

た
っ

て
の

留
意

事
項

及
び

提
供

さ
れ

る
サ

ー
ビ

ス
の

例
 

Ⅰ
 

 
何

ら
か

の
痴

呆
を

有
す

る
が

、
日

常
生

活
は

家
庭

内
及

び
社

会
的

に
ほ

ぼ
自

立
し

て
い

る
。
 

  

 
在

宅
生

活
が

基
本

で
あ

り
、

１
人

暮
ら

し
も

可
能

で
あ

る
。

相
談

、
指

導
等

を
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

、
症

状
の

改
善

や
進

行
の

阻
止

を
図

る
。

 
 

具
体

的
な

サ
ー

ビ
ス

の
例

と
し

て
は

、
家

族
等

へ
の

指
導

を
含

む
訪

問
指

導
や

健
康

相
談

が
あ

る
。

ま
た

、
本

人
の

友
人

づ
く
り

、
生

き
が

い
づ

く
り

等
心

身
の

活
動

の
機

会
づ

く
り

に
も

留
意

す
る

。
 
 

Ⅱ
 

 
日

常
生

活
に

支
障

を
来

た
す

よ
う

な
症

状
・
行

動
や

意
思

疎
通

の
困

難
さ

が
多

少
見

ら
れ

て
も

、
誰

か
が

注
意

し
て

い
れ

ば
自

立
で

き
る

。
 

  
 

在
宅

生
活

が
基

本
で

あ
る

が
、

一
人

暮
ら

し
は

困
難

な
場

合
も

あ
る

の
で

、
訪

問
指

導
を

実
施

し
た

り
、

日
中

の
在

宅
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

す
る

こ
と

に
よ

り
、

在
宅

生
活

の
支

援
と

症
状

の
改

善
及

び
進

行
の

阻
止

を
図

る
。

 
 

具
体

的
な

サ
ー

ビ
ス

の
例

と
し

て
は

、
訪

問
指

導
に

よ
る

療
養

方
法

等
の

指
導

、
訪

問
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

、
デ

イ
ケ

ア
等

を
利

用
し

た
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

、
毎

日
通

所
型

を
は

じ
め

と
し

た
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
や

日
常

生
活

支
援

の
た

め
の

ホ
ー

ム
ヘ

ル
プ

サ
ー

ビ
ス

等
が

あ
る

。
  
 

Ⅱ
a 

 
家

庭
外

で
上

記
II

の
状

態
が

み
ら

れ
る

。
 

 
た

び
た

び
道

に
迷

う
と

か
、

買
物

や
事

務
、

金
銭

管
理

等
そ

れ
ま

で
で

き
た

こ
と

に
ミ

ス
が

目
立

つ
等

 

Ⅱ
b
 

 
家

庭
内

で
も

上
記

II
の

状
態

が
み

ら
れ

る
。
 

 
服

薬
管

理
が

で
き

な
い

、
電

話
で

の
応

対
や

訪
問

者
と

の
対

応
等

１
人

で
留

守
番

が
で

き
な

い
等

 

Ⅲ
 

 
日

常
生

活
に

支
障

を
来

た
す

よ
う

な
症

状
・
行

動
や

意
思

疎
通

の
困

難
さ

が
見

ら
れ

、
介

護
を

必
要

と
す

る
。

 
 

  

日
常

生
活

に
支

障
を

来
た

す
よ

う
な

行
動

や
意

思
疎

通
の

困
難

さ
が

ラ
ン

ク
II

よ
り

重
度

と
な

り
、

介
護

が
必

要
と

な
る

状
態

で
あ

る
。

「
と

き
ど

き
」
と

は
ど

の
く

ら
い

の
頻

度
を

指
す

か
に

つ
い

て
は

、
症

状
・
行

動
の

種
類

等
に

よ
り

異
な

る
の

で
一

概
に

は
決

め
ら

れ
な

い
が

、
一

時
も

目
を

離
せ

な
い

状
態

で
は

な
い

。
 

 
在

宅
生

活
が

基
本

で
あ

る
が

、
一

人
暮

ら
し

は
困

難
で

あ
る

の
で

、
訪

問
指

導
や

、
夜

間
の

利
用

も
含

め
た

在
宅

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

こ
れ

ら
の

サ
ー

ビ
ス

を
組

み
合

わ
せ

る
こ

と
に

よ
る

在
宅

で
の

対
応

を
図

る
。

 
 

具
体

的
な

サ
ー

ビ
ス

の
例

と
し

て
は

、
訪

問
指

導
、

訪
問

看
護

、
訪

問
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

、
ホ

ー
ム

ヘ
ル

プ
サ

ー
ビ

ス
、

デ
イ

ケ
ア

・
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
、

症
状

・
行

動
が

出
現

す
る

時
間

帯
を

考
慮

し
た

ナ
イ

ト
ケ

ア
等

を
含

む
シ

ョ
ー

ト
ス

テ
イ

等
の

在
宅

サ
ー

ビ
ス

が
あ

り
、

こ
れ

ら
を

組
み

合
わ

せ
て

利
用

す
る

。
 
 

Ⅲ
a 

 
日

中
を

中
心

と
し

て
上

記
III

の
状

態
が

見
ら

れ
る

。
 

 
着

替
え

、
食

事
、

排
便

、
排

尿
が

上
手

に
で

き
な

い
、

時
間

が
か

か
る

。
 

 
や

た
ら

に
物

を
口

に
入

れ
る

、
物

を
拾

い
集

め
る

、
徘

徊
、

失
禁

、
大

声
、

奇
声

を
あ

げ
る

、
火

の
不

始
末

、
不

潔
行

為
、

性
的

異
常

行
為

等
 

 
 

Ⅲ
b
 

 
夜

間
を

中
心

と
し

て
上

記
III

の
状

態
が

見
ら

れ
る

。
 

ラ
ン

ク
III

ａ
に

同
じ

 

IV
 

 
日

常
生

活
に

支
障

を
来

た
す

よ
う

な
症

状
・
行

動
や

意
思

疎
通

の
困

難
さ

が
頻

繁
に

見
ら

れ
、

常
に

介
護

を
必

要
と

す
る

。
 

ラ
ン

ク
III

に
同

じ
 

 
常

に
目

を
離

す
こ

と
が

で
き

な
い

状
態

で
あ

る
。

症
状

・
行

動
は

ラ
ン

ク
Ⅲ

と
同

じ
で

あ
る

が
、

頻
度

の
違

い
に

よ
り

区
分

さ
れ

る
。

 
 

家
族

の
介

護
力

等
の

在
宅

基
盤

の
強

弱
に

よ
り

在
宅

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

な
が

ら
在

宅
生

活
を

続
け

る
か

、
ま

た
は

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
・
老

人
保

健
施

設
等

の
施

設
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

す
る

か
を

選
択

す
る

。
施

設
サ

ー
ビ

ス
を

選
択

す
る

場
合

に
は

、
施

設
の

特
徴

を
踏

ま
え

た
選

択
を

行
う

。
 

M
 

 
著

し
い

精
神

症
状

や
問

題
行

動
あ

る
い

は
重

篤
な

身
体

疾
患

が
見

ら
れ

、
専

門
医

療
を

必
要

と
す

る
。
 

 
せ

ん
妄

、
妄

想
、

興
奮

、
自

傷
・
他

害
等

の
精

神
症

状
や

精
神

症
状

に
起

因
す

る
問

題
行

動
が

継
続

す
る

状
態

等
 

 
ラ

ン
ク

I～
IV

と
判

定
さ

れ
て

い
た

高
齢

者
が

、
精

神
病

院
や

認
知

症
専

門
棟

を
有

す
る

老
人

保
健

施
設

等
で

の
治

療
が

必
要

と
な

っ
た

り
、

重
篤

な
身

体
疾

患
が

見
ら

れ
老

人
病

院
等

で
の

治
療

が
必

要
と

な
っ

た
状

態
で

あ
る

。
専

門
医

療
機

関
を

受
診

す
る

よ
う

勧
め

る
必

要
が

あ
る

。
 

  

 1
1 

/ 1
4 

高
齢
者

権
利
擁

護
等

実
態
調

査
票

【
別
紙

】
 

問
4
で

計
上
し

た
身
体
拘
束
を
実
施
し
て
い
る
利
用
者
等
の
個
別
の
状
況
に
つ
い
て
記
入
く
だ
さ
い
。 

 
 
 

 
 

1/
4 

（
該

当
者

が
複

数
い
る
場
合
は
，
恐
れ
入
り
ま
す
が
本
調
査
票
【
別
紙
】
を
コ
ピ
ー
し
て
記
入
を
お
願
い
し
ま
す
。）

 

(1
)性

 
別
 

(2
)年

 
齢
 

(3
)要

介
護
度
 

(4
)認

知
症
自
立
度
※
１
 

(5
)寝

た
き
り
度
※
２
 

  
   
  
  
  
  
歳
 

 
 

 

※
１

 
認

知
症
高
齢
者
の
日
常
生
活
自
立
度
判
定
基
準
は
２
ペ
ー
ジ
目
を
参
照
く
だ
さ
い
。
 

※
２

 
寝

た
き
り
度
（
障
害
高
齢
者
の
日
常
生
活
自
立
度
判
定
基
準
）
は
３
ペ
ー
ジ
目
を
参
照
く
だ
さ
い
。
 

 

（
6）

身
体
拘
束
の
内
容
（
問
４
の
表
①
～
⑬
の
中
か
ら
該
当
す
る
も
の
を
記
入
く
だ
さ
い
。）

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 （
7）
「
緊

急
や

む
を
得

な
い
場

合
」
と
判
断
し
た
３
要
件
に
つ
い
て
，
そ
の
利
用
者
等
の
状
況
等
を
記
入
く
だ
さ
い
。
 

切
 

迫
 

性
 

利
用

者
本
人
ま
た
は
他
の
利
用
者
の
生
命
ま
た
は
身
体
が
危

険
に
さ
ら
さ
れ
る
可
能
性
が
著
し
く
高
い
こ
と
 

   

非 代 替 性
 

身
体

拘
束
そ
の
他
の
行
動
制
限
を
行
う
以
外
に
代
替
す
る
介

護
方
法
が
な
い
こ
と
 

 

一 時 性
 

身
体

拘
束
そ
の
他
の
行
動
制
限
が
一
時
的
な
も
の
で
あ
る
こ

と
 

   
 （

8）
１
日

の
う
ち
の
拘
束
を
行
っ
て
い
る
時
間
，
日
勤
帯
か
夜
間
帯
か
，
い
つ
か
ら
拘
束
を
行
っ

て
い

る
か

，
開

始
日

・
 

期
間

を
記

入
く
だ
さ
い
。
 

 
 
 
時

 
間
 

時
間
帯
（
○
で
囲
む
）
 

 
 
 
 

開
始
日
 

日
数
(1
0
月

11
日
現
在
)※

 

  
  
 時

間
 
 
 
分
 

日
勤
帯
 
・
 
夜
勤
帯
 

 
 
年
 

 
月
 
 

日
 

 
 

 
 

 
 

日
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
  

 ※
10

月
11

日
か
ら
実
施
の
場
合
 
１
日
 

（
9）

拘
束
後
に
，
解
除
に
つ
い
て
再
検
討
し
て
い
る
体
制
や
，
頻
度
に
つ
い
て
記
入
く
だ
さ
い
。（

身
体
拘
束
廃
止
検
 

討
委

員
会

を
月
１
回
開
催
し
、
委
員
会
で
検
討
し
て
い
る
場
合

は
“
検
討
体
制
”「

委
員
会
で
検
討
」
 
“
頻
度
”「

月
 

１
回

（
委
員
会
開
催
時
）」

と
記
載
く
だ
さ
い
。）

 

検
討

体
制
 

 

頻
 
度
 

 

 （
10
）
本

人
・

家
族
へ
の
説
明
・
同
意
を
得
て
い
る
状
況
（
○
で
囲

ん
で
く
だ
さ
い
。
複
数
回
答
可
）
 

 
 

 
1 

利
用
開
始
時
・
入
所
（
居
）
時
に
あ
ら
か
じ
め
同
意
書
を
と
っ
て
い
る
 

 
 
 
2 

原
則
と
し
て
拘
束
の
実
施
前
に
連
絡
し
て
同
意
を
取
っ
て
い
る
 

 
 
 
3 

拘
束
の
実
施
後
に
同
意
を
取
っ
て
い
る
 

 
 
 
4 
 カ

ン
フ
ァ
レ
ン
ス
実
施
毎
 

 
 
 
5 
 同

意
を
取
っ
て
い
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

身
体

拘
束

を
実
施

し
て
い

る
の

が
，外

部
の
介

護
保
険

サ
ー

ビ
ス
 

事
業

者
の

場
合

 サ
ー
ビ
ス
種
別
（
 

 
 

 
 

 
 

 
 

） 
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 1
4 

/ 1
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参
考
：
【

高
齢

者
虐
待

に
つ

い
て

】
 

 
高
齢
者
虐
待
と
思
わ
れ
る
行
為
は
，
次
の
よ
う
な
行
為
を
言
い
ま
す
。
な
お
，
こ
こ
で
示
す
行
為
は
，
あ
く
ま
で
こ
の

調
査
に
お
い
て
操
作
的
に
定
義
し
た
も
の
で
あ
り
，
法
令
解
釈
上
の
確
か
さ
を
保
証
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 
虐

待
の
種

類
 

「
高
齢
者

虐
待
と

思
わ
れ

る
行
為

」
の
分

類
と
具

体
例

 

身
体
的
虐

待
 

高
齢
者
の

身
体
に

外
傷
が

生
じ
，

又
は
生

じ
る
お

そ
れ
の

あ
る
暴

行
を
加

え
る
こ

と
 

具
体
例
）
 

平
手
打
ち

を
す
る
，
つ
ね
る

，
殴

る
，
蹴
る

，
無
理

や
り
食

事
を

口
に
入

れ
る
，
火

傷
を
さ

せ
る

，
打

撲
さ
せ

る
 
 

 
 
 

 
／
等

 

介
護

・
世

話
の

放
棄
・
放

任
 

高
齢

者
を

衰
弱

さ
せ

る
よ

う
な

著
し

い
減

食
又

は
長

時
間

の
放

置
そ

の
他

の
高

齢
者

を
養

護
す

べ
き

職
務
上

の
義
務

を
著
し

く
怠
る

こ
と

 
具

体
例
）
 

水
や
食
事

が
十
分

で
は
な

く
空
腹

状
態
が

長
期
間

続
い
た

り
，
脱

水
症
状

や
栄
養

失
調
の

よ
う
な

状
態
に
あ

る
。

 
ケ

ア
プ
ラ

ン
等
に

示
さ
れ

た
必
要

な
介
護
・
医

療
サ
ー

ビ
ス
等
を

相
応
の

理
由
な

く
制
限

し
た
り

行
わ
な
い

。
 

清
潔
を
保

つ
た
め

に
必
要

な
入
浴

や
排
泄

，
整

容
等
の

介
助
を
相

応
の
理

由
な
く

制
限
し

た
り
行

わ
な
い
。

入
浴
し

て
お
ら

ず
異
臭

が
す
る

。
 

歩
行
能
力

が
十
分

に
保
た

れ
て
い

る
に
も

か
か
わ

ら
ず
常

時
車
い

す
を
使

用
す
る

な
ど

，
高
齢
者

の
能
力
に

比
し
て

著
し
く

異
な
る

状
態
に

お
き
，

自
立
を

妨
げ
る

。
 

施
設
・
事
業
所

の
従
事

者
や
他
の

入
所
者
（
利

用
者
）
及
び
そ
の

他
の
者

に
よ
る

高
齢
者

虐
待
が

行
わ
れ
て

い
る
に

も
か
か

わ
ら
ず

放
置
す

る
。

 
コ

ー
ル
を

手
の
届

か
な
い

所
に
置

く
。
 

 
 
 

 
 
／

等
 

心
理
的
虐

待
 

高
齢

者
に

対
す

る
著

し
い

暴
言

又
は

著
し

く
拒

絶
的

な
対

応
そ

の
他

高
齢

者
に

著
し

い
心

理
的

外
傷

を
与
え

る
よ
う

な
言
動

を
行
う

こ
と

 
具

体
例
）
 

排
泄
の
失

敗
を
嘲

笑
し
た

り
，
そ

れ
を
人

前
で
話

す
な
ど

に
よ
り

高
齢
者

に
恥
を

か
か
せ

る
。

 
怒

鳴
る
，

の
の
し

る
，
悪

口
を
い

う
。

 
悔

辱
を
こ

め
て
，

子
ど
も

の
よ
う

に
扱
う

。
 

高
齢
者
が

話
し
か

け
て
い

る
の
を

意
図
的

に
無
視

す
る
。

 
排

泄
介
助

を
他
者

に
意
図

的
に
見

せ
る
。
他

者
か
ら

容
易
に

見
ら

れ
る
場

所
・
形
態

で
排
泄

介
助

を
行
う
。

 
 
 

 
 
 

 
／
等

 

性
的
虐
待

 
高

齢
者
に

わ
い
せ

つ
な
行

為
を
す

る
こ
と

，
又

は
高
齢

者
を
し
て

わ
い
せ

つ
な
行

為
を
さ

せ
る
こ

と
 

具
体
例
）
 

排
泄
の
失

敗
に
対

し
て
懲

罰
的
に

下
半
身

を
裸
に

し
て
放

置
す
る

。
 

キ
ス
，
性

器
へ
の

必
要
の

な
い
接

触
，
セ

ッ
ク
ス

を
強
要

す
る
。

 
 
 

 
／
等

 

経
済
的
虐

待
 

高
齢
者
の

財
産
を

不
当
に

処
分
す

る
こ
と

，
そ

の
他
当

該
高
齢
者

か
ら
不

当
に
財

産
上
の

利
益
を

得
る

こ
と

 
具

体
例
）
 

本
人
も
し

く
は
後

見
人
等

の
意
思
・
利
益

に
反

し
て
，
年
金
や
預

貯
金
を

所
持
・
管
理

し
た
り
使

用
し
た
り

す
る
。

 
本

人
も
し

く
は
後

見
人
等

の
意
思

・
利
益

に
反
し

て
財
産

を
処
分

す
る
。

 
必

要
な
金

銭
を
渡

さ
な
い

／
使
わ

せ
な
い

。
 
 

 
 
 

 
／
等

 

 【
身
体

拘
束
に

つ
い

て
】
 

緊
急
や
む
を
得
な
い
対
応
と
し
て
満
た
す
こ
と
が
必
要
な
３
つ
の
要
件
 

[
切

迫
性

]
 

利
用
者

本
人
ま

た
は
他

の
利

用
者

等
の
生

命
ま
た

は
身

体
が

危
険
に

さ
ら
さ

れ
る

可
能

性
が

著
し
く
高
い
こ
と
 

[
非
代

替
性
]
身
体
拘
束
そ
の
他
の
行
動
制
限
を
行
う
以
外
に
代
替
す
る
介
護
方
法
が
な
い
こ
と
 

[
一
時

性
]
 

身
体
拘
束
そ
の
他
の
行
動
制
限
が
一
時
的
な
も
の
で
あ
る
こ
と
 

◆
「
緊
急
や
む
を
得
ず
身
体
拘
束
を
行
う
場
合
に
は
，
そ
の
態
様
及
び
時
間
，
そ
の
際
の
利
用
者
の
心
身
 

の
状
況
，
緊
急
や
む
を
得
な
か
っ
た
理
由
を
記
録
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
」
と
さ
れ
て
お
り
、
 

県
の
条
例
に
よ
り
記
録
は

5
年
間
保
存
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。
 

 

 1
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 ■
寝

た
き

り
度

（
障
害
高
齢
者
の
日
常
生
活
自
立
度
）
判
定
基
準
 

 
 

 
 

記
載
例
：
 

B２
 
 

生 活 自 立 

ラ
ン
ク

J 
何
ら
か
の
障
害
等
を
有
す
る
が
，
日
常
生
活
は
ほ
ぼ
自
立
し
て
お
り
独
力
で
外
出
す
る
 

１
.交

通
機
関
等
を
利
用
し
て
外
出
す
る
 

２
.隣

近
所
へ
な
ら
外
出
す
る
 

準 寝 た き

り 

ラ
ン
ク

A 
屋
内
で
の
生
活
は
概
ね
自
立
し
て
い
る
が
、
介
助
な
し
に
は
外
出
し
な
い
 

１
.介

助
に
よ
り
外
出
し
、
日
中
は
ほ
と
ん
ど
ベ
ッ
ド
か
ら
離
れ
て
生
活
す
る
 

２
.外

出
の
頻
度
が
少
な
く
、
日
中
も
寝
た
り
起
き
た
り
の
生
活
を
し
て
い
る
 

寝 た き り 

ラ
ン
ク

B 
屋

内
で

の
生

活
は

何
ら

か
の

介
助

を
要

し
、

日
中

も
ベ

ッ
ド

上
で

の
生

活
が

主
体

で
あ

る

が
、
座
位
を
保
つ
 

１
.車

い
す
に
移
乗
し
、
食
事
、
排
泄
は
ベ
ッ
ド
か
ら
離
れ
て
行
う
 

２
.介

助
に
よ
り
車
い
す
に
移
乗
す
る
 

ラ
ン
ク

C 
１
日
中
ベ
ッ
ド
上
で
過
ご
し
、
排
泄
、
食
事
、
着
替
に
お
い
て
介
助
を
要
す
る
 

１
.自

力
で
寝
返
り
を
う
つ
 

２
.自

力
で
は
寝
返
り
も
う
て
な
い
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〇高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

（平成十七年十一月九日法律第百二十四号） 

最終改正：平成二七年五月二九日法律第三一号 

   第一章 総則  
（目的）  
第一条  この法律は、高齢者に対する虐待が深刻な状況にあり、高齢者の尊厳の保持にとって高齢者に対する

虐待を防止することが極めて重要であること等にかんがみ、高齢者虐待の防止等に関する国等の責務、高齢

者虐待を受けた高齢者に対する保護のための措置、養護者の負担の軽減を図ること等の養護者に対する養護

者による高齢者虐待の防止に資する支援（以下「養護者に対する支援」という。）のための措置等を定めるこ

とにより、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって高齢者の権利利益の擁

護に資することを目的とする。  
（定義等）  
第二条  この法律において「高齢者」とは、六十五歳以上の者をいう。  
２  この法律において「養護者」とは、高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等（第五項第一号

の施設の業務に従事する者及び同項第二号の事業において業務に従事する者をいう。以下同じ。）以外のもの

をいう。  
３  この法律において「高齢者虐待」とは、養護者による高齢者虐待及び養介護施設従事者等による高齢者虐

待をいう。  
４  この法律において「養護者による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。  
一  養護者がその養護する高齢者について行う次に掲げる行為 
イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 
ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、養護者以外の同居人によるイ、ハ又はニに

掲げる行為と同様の行為の放置等養護を著しく怠ること。 
ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える言動

を行うこと。 
ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。 

二  養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産

上の利益を得ること。  
５  この法律において「養介護施設従事者等による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。  
一  老人福祉法 （昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の三 に規定する老人福祉施設若しくは同法第二

十九条第一項 に規定する有料老人ホーム又は介護保険法 （平成九年法律第百二十三号）第八条第二十二

項 に規定する地域密着型介護老人福祉施設、同条第二十七項 に規定する介護老人福祉施設、同条第二十

八項 に規定する介護老人保健施設若しくは同法第百十五条の四十六第一項 に規定する地域包括支援セン

ター（以下「養介護施設」という。）の業務に従事する者が、当該養介護施設に入所し、その他当該養介護

施設を利用する高齢者について行う次に掲げる行為 
イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 
ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者を養護すべき職務上の義務を

著しく怠ること。 
ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える言動

を行うこと。 
ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。 
ホ 高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること。 

二  老人福祉法第五条の二第一項 に規定する老人居宅生活支援事業又は介護保険法第八条第一項 に規定

する居宅サービス事業、同条第十四項 に規定する地域密着型サービス事業、同条第二十四項 に規定する居

宅介護支援事業、同法第八条の二第一項 に規定する介護予防サービス事業、同条第十二項 に規定する地域

密着型介護予防サービス事業若しくは同条第十六項 に規定する介護予防支援事業（以下「養介護事業」とい

う。）において業務に従事する者が、当該養介護事業に係るサービスの提供を受ける高齢者について行う前号 
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イからホまでに掲げる行為  
６  六十五歳未満の者であって養介護施設に入所し、その他養介護施設を利用し、又は養介護事業に係るサー

ビスの提供を受ける障害者（障害者基本法 （昭和四十五年法律第八十四号）第二条第一号 に規定する障害

者をいう。）については、高齢者とみなして、養介護施設従事者等による高齢者虐待に関する規定を適用する。  
（国及び地方公共団体の責務等）  
第三条  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護及び適

切な養護者に対する支援を行うため、関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間

団体の支援その他必要な体制の整備に努めなければならない。  
２  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに養護者に対する支

援が専門的知識に基づき適切に行われるよう、これらの職務に携わる専門的な人材の確保及び資質の向上を

図るため、関係機関の職員の研修等必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  
３  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護に資するため、高齢者虐

待に係る通報義務、人権侵犯事件に係る救済制度等について必要な広報その他の啓発活動を行うものとする。  
（国民の責務）  
第四条  国民は、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等の重要性に関する理解を深めるとともに、国又は

地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための施策に協力するよう努めなければ

ならない。  
（高齢者虐待の早期発見等）  
第五条  養介護施設、病院、保健所その他高齢者の福祉に業務上関係のある団体及び養介護施設従事者等、医

師、保健師、弁護士その他高齢者の福祉に職務上関係のある者は、高齢者虐待を発見しやすい立場にあるこ

とを自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなければならない。  
２  前項に規定する者は、国及び地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止のための啓発活動及び高齢者虐待を

受けた高齢者の保護のための施策に協力するよう努めなければならない。 
  
   第二章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等  
（相談、指導及び助言）  
第六条  市町村は、養護者による高齢者虐待の防止及び養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護のため、

高齢者及び養護者に対して、相談、指導及び助言を行うものとする。  
（養護者による高齢者虐待に係る通報等）  
第七条  養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命又は身体に重

大な危険が生じている場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。  
２  前項に定める場合のほか、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、速やかに、

これを市町村に通報するよう努めなければならない。  
３  刑法 （明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二

項の規定による通報をすることを妨げるものと解釈してはならない。  
第八条  市町村が前条第一項若しくは第二項の規定による通報又は次条第一項に規定する届出を受けた場合

においては、当該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届

出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。  
（通報等を受けた場合の措置）  
第九条  市町村は、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は高齢者からの養護者による高齢者虐待

を受けた旨の届出を受けたときは、速やかに、当該高齢者の安全の確認その他当該通報又は届出に係る事実

の確認のための措置を講ずるとともに、第十六条の規定により当該市町村と連携協力する者（以下「高齢者

虐待対応協力者」という。）とその対応について協議を行うものとする。  
２  市町村又は市町村長は、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は前項に規定する届出があった

場合には、当該通報又は届出に係る高齢者に対する養護者による高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護が

図られるよう、養護者による高齢者虐待により生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認め

られる高齢者を一時的に保護するため迅速に老人福祉法第二十条の三 に規定する老人短期入所施設等に入

所させる等、適切に、同法第十条の四第一項 若しくは第十一条第一項 の規定による措置を講じ、又は、適

― 81 ―



切に、同法第三十二条 の規定により審判の請求をするものとする。  
（居室の確保）  
第十条  市町村は、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第十条の四第一項第三号 又
は第十一条第一項第一号 若しくは第二号 の規定による措置を採るために必要な居室を確保するための措置

を講ずるものとする。  
（立入調査）  
第十一条  市町村長は、養護者による高齢者虐待により高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じているおそ

れがあると認めるときは、介護保険法第百十五条の四十六第二項 の規定により設置する地域包括支援センタ

ーの職員その他の高齢者の福祉に関する事務に従事する職員をして、当該高齢者の住所又は居所に立ち入り、

必要な調査又は質問をさせることができる。  
２  前項の規定による立入り及び調査又は質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。  
３  第一項の規定による立入り及び調査又は質問を行う権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。  
（警察署長に対する援助要請等）  
第十二条  市町村長は、前条第一項の規定による立入り及び調査又は質問をさせようとする場合において、こ

れらの職務の執行に際し必要があると認めるときは、当該高齢者の住所又は居所の所在地を管轄する警察署

長に対し援助を求めることができる。  
２  市町村長は、高齢者の生命又は身体の安全の確保に万全を期する観点から、必要に応じ適切に、前項の規

定により警察署長に対し援助を求めなければならない。  
３  警察署長は、第一項の規定による援助の求めを受けた場合において、高齢者の生命又は身体の安全を確保

するため必要と認めるときは、速やかに、所属の警察官に、同項の職務の執行を援助するために必要な警察

官職務執行法 （昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定めるところによる措置を講じさせるよう

努めなければならない。  
（面会の制限）  
第十三条  養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第十一条第一項第二号 又は第三号 
の措置が採られた場合においては、市町村長又は当該措置に係る養介護施設の長は、養護者による高齢者虐

待の防止及び当該高齢者の保護の観点から、当該養護者による高齢者虐待を行った養護者について当該高齢

者との面会を制限することができる。  
（養護者の支援）  
第十四条  市町村は、第六条に規定するもののほか、養護者の負担の軽減のため、養護者に対する相談、指導

及び助言その他必要な措置を講ずるものとする。  
２  市町村は、前項の措置として、養護者の心身の状態に照らしその養護の負担の軽減を図るため緊急の必要

があると認める場合に高齢者が短期間養護を受けるために必要となる居室を確保するための措置を講ずるも

のとする。  
（専門的に従事する職員の確保）  
第十五条  市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護及び養

護者に対する支援を適切に実施するために、これらの事務に専門的に従事する職員を確保するよう努めなけ

ればならない。  
（連携協力体制）  
第十六条  市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護及び養

護者に対する支援を適切に実施するため、老人福祉法第二十条の七の二第一項 に規定する老人介護支援セン

ター、介護保険法第百十五条の四十六第三項 の規定により設置された地域包括支援センターその他関係機関、

民間団体等との連携協力体制を整備しなければならない。この場合において、養護者による高齢者虐待にい

つでも迅速に対応することができるよう、特に配慮しなければならない。  
（事務の委託）  
第十七条  市町村は、高齢者虐待対応協力者のうち適当と認められるものに、第六条の規定による相談、指導

及び助言、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は第九条第一項に規定する届出の受理、同項の
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規定による高齢者の安全の確認その他通報又は届出に係る事実の確認のための措置並びに第十四条第一項の

規定による養護者の負担の軽減のための措置に関する事務の全部又は一部を委託することができる。  
２  前項の規定による委託を受けた高齢者虐待対応協力者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者で

あった者は、正当な理由なしに、その委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  
３  第一項の規定により第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は第九条第一項に規定する届出の

受理に関する事務の委託を受けた高齢者虐待対応協力者が第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又

は第九条第一項に規定する届出を受けた場合には、当該通報又は届出を受けた高齢者虐待対応協力者又はそ

の役員若しくは職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏

らしてはならない。  
（周知）  
第十八条  市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は第

九条第一項に規定する届出の受理、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護、養護者に対する支援等

に関する事務についての窓口となる部局及び高齢者虐待対応協力者の名称を明示すること等により、当該部

局及び高齢者虐待対応協力者を周知させなければならない。  
（都道府県の援助等）  
第十九条  都道府県は、この章の規定により市町村が行う措置の実施に関し、市町村相互間の連絡調整、市町

村に対する情報の提供その他必要な援助を行うものとする。  
２  都道府県は、この章の規定により市町村が行う措置の適切な実施を確保するため必要があると認めるとき

は、市町村に対し、必要な助言を行うことができる。  
 
   第三章 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等  
（養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置）  
第二十条  養介護施設の設置者又は養介護事業を行う者は、養介護施設従事者等の研修の実施、当該養介護

施設に入所し、その他当該養介護施設を利用し、又は当該養介護事業に係るサービスの提供を受ける高齢者及

びその家族からの苦情の処理の体制の整備その他の養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措

置を講ずるものとする。  
（養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る通報等）  
第二十一条  養介護施設従事者等は、当該養介護施設従事者等がその業務に従事している養介護施設又は養介

護事業（当該養介護施設の設置者若しくは当該養介護事業を行う者が設置する養介護施設又はこれらの者が

行う養介護事業を含む。）において業務に従事する養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる

高齢者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。  
２  前項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者

は、当該高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は、速やかに、これを市町村に通報しなけれ

ばならない。  
３  前二項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した

者は、速やかに、これを市町村に通報するよう努めなければならない。  
４  養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けた高齢者は、その旨を市町村に届け出ることができる。  
５  第十八条の規定は、第一項から第三項までの規定による通報又は前項の規定による届出の受理に関する事

務を担当する部局の周知について準用する。  
６  刑法 の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項から第三項までの規定による

通報（虚偽であるもの及び過失によるものを除く。次項において同じ。）をすることを妨げるものと解釈して

はならない。  
７  養介護施設従事者等は、第一項から第三項までの規定による通報をしたことを理由として、解雇その他不

利益な取扱いを受けない。  
第二十二条  市町村は、前条第一項から第三項までの規定による通報又は同条第四項の規定による届出を受け

たときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該通報又は届出に係る養介護施設従事者等による高齢者

虐待に関する事項を、当該養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る養介護施設又は当該養介護施設従事

者等による高齢者虐待に係る養介護事業の事業所の所在地の都道府県に報告しなければならない。  
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２  前項の規定は、地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項 の指定都市及

び同法第二百五十二条の二十二第一項 の中核市については、厚生労働省令で定める場合を除き、適用しない。  
第二十三条  市町村が第二十一条第一項から第三項までの規定による通報又は同条第四項の規定による届出

を受けた場合においては、当該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項であって当

該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。都道府県が前条第一項の規定による報告

を受けた場合における当該報告を受けた都道府県の職員についても、同様とする。  
（通報等を受けた場合の措置）  
第二十四条  市町村が第二十一条第一項から第三項までの規定による通報若しくは同条第四項の規定による

届出を受け、又は都道府県が第二十二条第一項の規定による報告を受けたときは、市町村長又は都道府県知

事は、養介護施設の業務又は養介護事業の適正な運営を確保することにより、当該通報又は届出に係る高齢

者に対する養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護を図るため、老人福祉法 又は

介護保険法 の規定による権限を適切に行使するものとする。  
（公表）  
第二十五条  都道府県知事は、毎年度、養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況、養介護施設従事者等に

よる高齢者虐待があった場合にとった措置その他厚生労働省令で定める事項を公表するものとする。  
 
   第四章 雑則  
（調査研究）  
第二十六条  国は、高齢者虐待の事例の分析を行うとともに、高齢者虐待があった場合の適切な対応方法、高

齢者に対する適切な養護の方法その他の高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の保護及び養護者に

対する支援に資する事項について調査及び研究を行うものとする。  
（財産上の不当取引による被害の防止等）  
第二十七条  市町村は、養護者、高齢者の親族又は養介護施設従事者等以外の者が不当に財産上の利益を得る

目的で高齢者と行う取引（以下「財産上の不当取引」という。）による高齢者の被害について、相談に応じ、

若しくは消費生活に関する業務を担当する部局その他の関係機関を紹介し、又は高齢者虐待対応協力者に、

財産上の不当取引による高齢者の被害に係る相談若しくは関係機関の紹介の実施を委託するものとする。  
２  市町村長は、財産上の不当取引の被害を受け、又は受けるおそれのある高齢者について、適切に、老人福

祉法第三十二条 の規定により審判の請求をするものとする。  
（成年後見制度の利用促進）  
第二十八条  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに財産上の

不当取引による高齢者の被害の防止及び救済を図るため、成年後見制度の周知のための措置、成年後見制度

の利用に係る経済的負担の軽減のための措置等を講ずることにより、成年後見制度が広く利用されるように

しなければならない。  
 
   第五章 罰則  
第二十九条  第十七条第二項の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。  
第三十条  正当な理由がなく、第十一条第一項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同

項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは高齢者に答弁をさせず、若し

くは虚偽の答弁をさせた者は、三十万円以下の罰金に処する。  
 
   附 則  
（施行期日） 
１  この法律は、平成十八年四月一日から施行する。  
（検討） 
２  高齢者以外の者であって精神上又は身体上の理由により養護を必要とするものに対する虐待の防止等の

ための制度については、速やかに検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  
３  高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための制度については、この法律の施行後三年を目途として、

この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  
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   附 則 （平成一八年六月二一日法律第八三号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、平成十八年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各

号に定める日から施行する。  
一～六 (略)  

（罰則に関する経過措置） 
第百三十一条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下同じ。）の施行前にし

た行為、この附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合及びこの附則の規定によりなおその効

力を有することとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為並びにこの法律の施行後前条第一項の規

定によりなおその効力を有するものとされる同項に規定する法律の規定の失効前にした行為に対する罰則の

適用については、なお従前の例による。  
（処分、手続等に関する経過措置） 
第百三十二条  この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。以下この条において

同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、改正後のそれぞれの法律の規定に相当の規定

があるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規定によってし

たものとみなす。  
２  この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により届出その他の手続をしなければならない事項

で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく命令に別

段の定めがあるものを除き、これを、改正後のそれぞれの法律中の相当の規定により手続がされていないも

のとみなして、改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。  
（その他の経過措置の政令への委任） 
第百三十三条  附則第三条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政

令で定める。  
 
   附 則 （平成二〇年五月二八日法律第四二号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  
 
   附 則 （平成二三年六月二二日法律第七二号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。  
一  第二条（老人福祉法目次の改正規定、同法第四章の二を削る改正規定、同法第四章の三を第四章の二と

する改正規定及び同法第四十条第一号の改正規定（「第二十八条の十二第一項若しくは」を削る部分に限

る。）に限る。）、第四条、第六条及び第七条の規定並びに附則第九条、第十一条、第十五条、第二十二条、

第四十一条、第四十七条（東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成二

十三年法律第四十号）附則第一条ただし書の改正規定及び同条各号を削る改正規定並びに同法附則第十四

条の改正規定に限る。）及び第五十条から第五十二条までの規定 公布の日  
（罰則に関する経過措置） 
第五十一条  この法律（附則第一条第一号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。  
（政令への委任） 
第五十二条  この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を

含む。）は、政令で定める。  
 
   附 則 （平成二三年六月二四日法律第七九号） 抄  
（施行期日） 
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第一条  この法律は、平成二十四年十月一日から施行する。  
 
   附 則 （平成二六年六月二五日法律第八三号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、公布の日又は平成二十六年四月一日のいずれか遅い日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  
一  (略)  
三  (前略)附則第五十九条中高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成十七年

法律第百二十四号）第二条第五項第二号の改正規定（「同条第十四項」を「同条第十二項」に、「同条第十

八項」を「同条第十六項」に改める部分に限る。）並びに附則第六十五条、第六十六条及び第七十条の規定 

平成二十七年四月一日  
六  第六条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。）、第十一条の規定、第十五条中国民健康保険法第五十五

条第一項の改正規定、同法第百十六条の二第一項第六号の改正規定（「同法第八条第二十四項」を「同条第

二十五項」に改める部分に限る。）及び同法附則第五条の二第一項の改正規定、第十六条中老人福祉法第五

条の二第三項の改正規定（「居宅介護サービス費、」の下に「地域密着型通所介護若しくは」を加える部分

に限る。）、同条第七項の改正規定、同法第十条の四第一項第二号の改正規定（「規定する通所介護」の下に

「、地域密着型通所介護」を加える部分に限る。）、同法第二十条の二の二の改正規定（「居宅介護サービス

費、」の下に「地域密着型通所介護若しくは」を加える部分に限る。）及び同法第二十条の八第四項の改正

規定（「、小規模多機能型居宅介護」の下に「、地域密着型通所介護」を加える部分に限る。）、第十八条中

高齢者の医療の確保に関する法律第五十五条第一項第五号の改正規定（「同法第八条第二十四項」を「同条

第二十五項」に改める部分に限る。）並びに同法附則第二条及び第十三条の十一第一項の改正規定並びに第

二十二条の規定並びに附則第二十条（第一項ただし書を除く。）、第二十一条、第四十二条、第四十三条並

びに第四十九条の規定、附則第五十条中国有財産特別措置法（昭和二十七年法律第二百十九号）第二条第

二項第四号ロの改正規定（「居宅サービス、」の下に「地域密着型通所介護若しくは」を加える部分に限る。）、

附則第五十二条中登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）別表第三の二十四の項の改正規定、附則

第五十五条及び第五十六条の規定、附則第五十九条の規定（第三号に掲げる改正規定を除く。）並びに附則

第六十条の規定 平成二十八年四月一日までの間において政令で定める日  
（罰則の適用に関する経過措置） 
第七十一条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同じ。）の

施行前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施

行後にした行為及びこの附則の規定によりなお効力を有することとされる場合におけるこの法律の施行後に

した行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  
（政令への委任） 
第七十二条  附則第三条から第四十一条まで及び前条に定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置は、政令で定める。  
 
   附 則 （平成二七年五月二九日法律第三一号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、平成三十年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各

号に定める日から施行する。  
一  第一条の規定、第五条中健康保険法第九十条第二項及び第九十五条第六号の改正規定、同法第百五十三

条第一項の改正規定、同法附則第四条の四の改正規定、同法附則第五条の改正規定、同法附則第五条の二

の改正規定、同法附則第五条の三の改正規定並びに同条の次に四条を加える改正規定、第七条中船員保険

法第七十条第四項の改正規定及び同法第八十五条第二項第三号の改正規定、第八条の規定並びに第十二条

中社会保険診療報酬支払基金法第十五条第二項の改正規定並びに次条第一項並びに附則第六条から第九条

まで、第十五条、第十八条、第二十六条、第五十九条、第六十二条及び第六十七条から第六十九条までの

規定 公布の日 
（罰則に関する経過措置） 
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第六十八条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条において同じ。）

の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施

行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  
（その他の経過措置の政令への委任） 
第六十九条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経過措置

を含む。）は、政令で定める。 
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○高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律施行規則 

（平成十八年三月三十一日 厚生労働省令第九十四号） 

最終改正：平成一八年五月九日厚生労働省令第一一九号 

 
 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 （平成十七年法律第百二十四号）第二十二

条 の規定に基づき、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律施行規則を次のように定

める。 
 
（市町村からの報告）  
第一条  市町村は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 （平成十七年法律第百

二十四号。以下「法」という。）第二十一条第一項 から第三項 までの規定による通報又は同条第四項 の規

定による届出を受け、当該通報又は届出に係る事実の確認を行った結果、養介護施設従事者等による高齢者

虐待（以下「虐待」という。）の事実が認められた場合、又は更に都道府県と共同して事実の確認を行う必要

が生じた場合には、次に掲げる事項を当該虐待に係る法第二条第五項第一号 に規定する養介護施設又は同項

第二号 に規定する養介護事業の事業所（以下「養介護施設等」という。）の所在地の都道府県に報告しなけ

ればならない。  
一  養介護施設等の名称、所在地及び種別  
二  虐待を受けた又は受けたと思われる高齢者の性別、年齢及び要介護状態区分（介護保険法 （平成九年

法律第百二十三号）第七条第一項 に規定する要介護状態区分をいう。）又は要支援状態区分（同条第二項 に
規定する要支援状態区分をいう。）その他の心身の状況  

三  虐待の種別、内容及び発生要因  
四  虐待を行った養介護施設従事者等（法第二条第二項 に規定する養介護施設従事者等をいう。以下同じ。）

の氏名、生年月日及び職種  
五  市町村が行った対応  
六  虐待が行われた養介護施設等において改善措置が採られている場合にはその内容  

（指定都市及び中核市の例外）  
第二条  法第二十二条第二項 の厚生労働省令で定める場合は、養介護施設等について法第二十一条第一項 か
ら第三項 までの規定による通報又は同条第四項 の規定による届出があった場合とする。  

（都道府県知事による公表事項）  
第三条  法第二十五条 の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。  
一  虐待があった養介護施設等の種別  
二  虐待を行った養介護施設従事者等の職種  

 
   附 則  
 この省令は、平成十八年四月一日から施行する。 
  
   附 則 （平成一八年五月九日厚生労働省令第一一九号）  
 この省令は、公布の日から施行する。  
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〇公益通報者保護法（平成十六年六月十八日法律第百二十二号） 

最終改正：平成二五年六月二八日法律第七〇号 
（目的）  
第一条  この法律は、公益通報をしたことを理由とする公益通報者の解雇の無効等並びに公益通報に関し事業

者及び行政機関がとるべき措置を定めることにより、公益通報者の保護を図るとともに、国民の生命、身体、

財産その他の利益の保護にかかわる法令の規定の遵守を図り、もって国民生活の安定及び社会経済の健全な

発展に資することを目的とする。  
（定義）  
第二条  この法律において「公益通報」とは、労働者（労働基準法 （昭和二十二年法律第四十九号）第九条 に
規定する労働者をいう。以下同じ。）が、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目

的でなく、その労務提供先（次のいずれかに掲げる事業者（法人その他の団体及び事業を行う個人をいう。

以下同じ。）をいう。以下同じ。）又は当該労務提供先の事業に従事する場合におけるその役員、従業員、代

理人その他の者について通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしている旨を、当該労務提供先若しく

は当該労務提供先があらかじめ定めた者（以下「労務提供先等」という。）、当該通報対象事実について処分

（命令、取消しその他公権力の行使に当たる行為をいう。以下同じ。）若しくは勧告等（勧告その他処分に当

たらない行為をいう。以下同じ。）をする権限を有する行政機関又はその者に対し当該通報対象事実を通報す

ることがその発生若しくはこれによる被害の拡大を防止するために必要であると認められる者（当該通報対

象事実により被害を受け又は受けるおそれがある者を含み、当該労務提供先の競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれがある者を除く。次条第三号において同じ。）に通報することをいう。  
一  当該労働者を自ら使用する事業者（次号に掲げる事業者を除く。）  
二  当該労働者が派遣労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 
（昭和六十年法律第八十八号。第四条において「労働者派遣法」という。）第二条第二号 に規定する派遣

労働者をいう。以下同じ。）である場合において、当該派遣労働者に係る労働者派遣（同条第一号 に規定

する労働者派遣をいう。第五条第二項において同じ。）の役務の提供を受ける事業者  
三  前二号に掲げる事業者が他の事業者との請負契約その他の契約に基づいて事業を行う場合において、当

該労働者が当該事業に従事するときにおける当該他の事業者  
２  この法律において「公益通報者」とは、公益通報をした労働者をいう。  
３  この法律において「通報対象事実」とは、次のいずれかの事実をいう。  
一  個人の生命又は身体の保護、消費者の利益の擁護、環境の保全、公正な競争の確保その他の国民の生命、

身体、財産その他の利益の保護にかかわる法律として別表に掲げるもの（これらの法律に基づく命令を含

む。次号において同じ。）に規定する罪の犯罪行為の事実  
二  別表に掲げる法律の規定に基づく処分に違反することが前号に掲げる事実となる場合における当該処

分の理由とされている事実（当該処分の理由とされている事実が同表に掲げる法律の規定に基づく他の処

分に違反し、又は勧告等に従わない事実である場合における当該他の処分又は勧告等の理由とされている

事実を含む。）  
４  この法律において「行政機関」とは、次に掲げる機関をいう。  
一  内閣府、宮内庁、内閣府設置法 （平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一項 若しくは第二項 に
規定する機関、国家行政組織法 （昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項 に規定する 機関、法律

の規定に基づき内閣の所轄の下に置かれる機関若しくはこれらに置かれる機関又はこれらの機関の職員で

あって法律上独立に権限を行使することを認められた職員  
二  地方公共団体の機関（議会を除く。）  

（解雇の無効）  
第三条  公益通報者が次の各号に掲げる場合においてそれぞれ当該各号に定める公益通報をしたことを理由

として前条第一項第一号に掲げる事業者が行った解雇は、無効とする。  
一  通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると思料する場合 当該労務提供先等に対する公益

通報  
二  通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると信ずるに足りる相当の理由がある場合 当該通 
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報対象事実について処分又は勧告等をする権限を有する行政機関に対する公益通報  
三  通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると信ずるに足りる相当の理由があり、かつ、次の

いずれかに該当する場合 その者に対し当該通報対象事実を通報することがその発生又はこれによる被害

の拡大を防止するために必要であると認められる者に対する公益通報 
イ 前二号に定める公益通報をすれば解雇その他不利益な取扱いを受けると信ずるに足りる相当の理由が

ある場合 
ロ 第一号に定める公益通報をすれば当該通報対象事実に係る証拠が隠滅され、偽造され、又は変造され

るおそれがあると信ずるに足りる相当の理由がある場合 
ハ 労務提供先から前二号に定める公益通報をしないことを正当な理由がなくて要求された場合 
ニ 書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録を含む。第九条において同じ。）により第一号に定める公益通報をした日から二十日を経過しても、当

該通報対象事実について、当該労務提供先等から調査を行う旨の通知がない場合又は当該労務提供先等

が正当な理由がなくて調査を行わない場合 
ホ 個人の生命又は身体に危害が発生し、又は発生する急迫した危険があると信ずるに足りる相当の理由

がある場合 
（労働者派遣契約の解除の無効）  
第四条  第二条第一項第二号に掲げる事業者の指揮命令の下に労働する派遣労働者である公益通報者が前条

各号に定める公益通報をしたことを理由として同項第二号に掲げる事業者が行った労働者派遣契約（労働者

派遣法第二十六条第一項 に規定する労働者派遣契約をいう。）の解除は、無効とする。  
（不利益取扱いの禁止）  
第五条  第三条に規定するもののほか、第二条第一項第一号に掲げる事業者は、その使用し、又は使用してい

た公益通報者が第三条各号に定める公益通報をしたことを理由として、当該公益通報者に対して、降格、減

給その他不利益な取扱いをしてはならない。  
２  前条に規定するもののほか、第二条第一項第二号に掲げる事業者は、その指揮命令の下に労働する派遣労

働者である公益通報者が第三条各号に定める公益通報をしたことを理由として、当該公益通報者に対して、

当該公益通報者に係る労働者派遣をする事業者に派遣労働者の交代を求めることその他不利益な取扱いをし

てはならない。  
（解釈規定）  
第六条  前三条の規定は、通報対象事実に係る通報をしたことを理由として労働者又は派遣労働者に対して解

雇その他不利益な取扱いをすることを禁止する他の法令（法律及び法律に基づく命令をいう。第十条第一項

において同じ。）の規定の適用を妨げるものではない。  
２  第三条の規定は、労働契約法 （平成十九年法律第百二十八号）第十六条 の規定の適用を妨げるものでは

ない。  
３  前条第一項の規定は、労働契約法第十四条 及び第十五条 の規定の適用を妨げるものではない。  
（一般職の国家公務員等に対する取扱い）  
第七条  第三条各号に定める公益通報をしたことを理由とする一般職の国家公務員、裁判所職員臨時措置法 
（昭和二十六年法律第二百九十九号）の適用を受ける裁判所職員、国会職員法 （昭和二十二年法律第八十五

号）の適用を受ける国会職員、自衛隊法 （昭和二十九年法律第百六十五号）第二条第五項 に規定する隊員

及び一般職の地方公務員（以下この条において「一般職の国家公務員等」という。）に対する免職その他不利

益な取扱いの禁止については、第三条から第五条までの規定にかかわらず、国家公務員法 （昭和二十二年法

律第百二十号。裁判所職員臨時措置法 において準用する場合を含む。）、国会職員法 、自衛隊法 及び地方公

務員法 （昭和二十五年法律第二百六十一号）の定めるところによる。この場合において、一般職の国家公務

員等の任命権者その他の第二条第一項第一号に掲げる事業者は、第三条各号に定める公益通報をしたことを

理由として一般職の国家公務員等に対して免職その他不利益な取扱いがされることのないよう、これらの法

律の規定を適用しなければならない。  
（他人の正当な利益等の尊重）  
第八条  第三条各号に定める公益通報をする労働者は、他人の正当な利益又は公共の利益を害することのない

よう努めなければならない。  
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（是正措置等の通知）  
第九条  書面により公益通報者から第三条第一号に定める公益通報をされた事業者は、当該公益通報に係る通

報対象事実の中止その他是正のために必要と認める措置をとったときはその旨を、当該公益通報に係る通報

対象事実がないときはその旨を、当該公益通報者に対し、遅滞なく、通知するよう努めなければならない。  
（行政機関がとるべき措置）  
第十条  公益通報者から第三条第二号に定める公益通報をされた行政機関は、必要な調査を行い、当該公益通

報に係る通報対象事実があると認めるときは、法令に基づく措置その他適当な措置をとらなければならない。  
２  前項の公益通報が第二条第三項第一号に掲げる犯罪行為の事実を内容とする場合における当該犯罪の捜

査及び公訴については、前項の規定にかかわらず、刑事訴訟法 （昭和二十三年法律第百三十一号）の定める

ところによる。  
（教示）  
第十一条  前条第一項の公益通報が誤って当該公益通報に係る通報対象事実について処分又は勧告等をする

権限を有しない行政機関に対してされたときは、当該行政機関は、当該公益通報者に対し、当該公益通報に

係る通報対象事実について処分又は勧告等をする権限を有する行政機関を教示しなければならない。  
 
   附 則  
（施行期日） 
第一条  この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から施行し、この

法律の施行後にされた公益通報について適用する。  
（検討） 
第二条  政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  
 
   附 則 （平成一八年六月一四日法律第六六号） 抄  
 この法律は、平成十八年証券取引法改正法の施行の日から施行する。  
 
   附 則 （平成一九年一二月五日法律第一二八号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  
 
   附 則 （平成二四年四月六日法律第二七号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  
 
   附 則 （平成二五年六月二八日法律第七〇号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。た

だし、次条及び附則第十八条の規定については、公布の日から施行する。  
（罰則の適用に関する経過措置） 
第十七条  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  
（政令への委任） 
第十八条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。  
（検討） 
第十九条  政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要が

あると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。  
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茨城県高齢者権利擁護対策推進事業実施要綱 
 
１ 目的 

介護保険法や「高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等に関する法

律」（平成17年11月9日法律第124号。以下「高齢者虐待防止法」という。）の施

行に伴い，「高齢者の尊厳の保持」の視点に立ち，虐待防止などの高齢者の権利

擁護のための取組等を推進することが重要である。 

本事業は、こうした観点から，介護施設従事者に対する研修を実施し，身体拘

束の廃止に向けた取組など介護現場での権利擁護のための取組を支援して，高齢

者の人権やＱＯＬに配慮した適切で安全な介護サービスを提供できる体制を整備

するとともに，地域での高齢者虐待等の相談体制の整備など高齢者の権利擁護の

ための取組を推進することを目的とする。 

 
２ 実施主体 
   茨城県 
 
３ 事業内容 
（１）高齢者権利擁護対策推進委員会の開催 
（２）介護施設・サービス事業従事者の権利擁護推進等の質の向上に関する事業 
（３）高齢者虐待の早期発見，相談体制の整備等に関する事業 
（４）高齢者の権利擁護に関する普及・啓発 
（５）その他高齢者の権利擁護推進等に必要と認めた事業 
 
４ その他 
   その他，事業実施に必要な事項は別に定める。 
 
 
 
附則 
 この要綱は，平成２１年 ４月１５日から施行するものとする。 
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         茨城県高齢者権利擁護対策推進委員会設置要項 

 

１ 委員会の設置 

茨城県権利擁護対策推進事業実施要綱（平成２１年４月１４制定）に基づき，高齢者権利擁護

対策推進委員会（以下「委員会」という）を設置する。 

 

２ 協議事項 

   委員会は，以下に掲げる事項を協議する。 

（１）高齢者の権利擁護体制整備促進に関すること。 

（２）高齢者虐待の早期発見，相談体制の整備に関すること。 

（３）介護事故予防・苦情処理体制整備促進に関すること。 

（４）高齢者の人権やＱＯＬに配慮した適切で安全な介護サービスの普及啓発に関すること 

（５）高齢者の権利擁護等に係る研修等に関すること。 

（６）その他の高齢者の権利擁護等の推進に関すること。 

 

３ 委員 

（１）委員会は，別表に掲げる者をもって構成する。 

（２）委員の任期は２年とする。ただし，再任を妨げないものとする。 

 

４ 委員長及び副委員長 

（１）委員会には，委員長１名及び副委員長１名を置く。 

（２）委員長，副委員長は委員の互選によって選任する。 

（３）委員長は，委員を代表し，会務を掌理する。 

（４）副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故あるときは，その職務を代理する。 

 

５ 会議 

（１）委員会は，委員長が召集しこれを主宰する。 

（２）委員長が必要と認めるときは，委員以外の者を出席させ意見を聞くことができる。 

（３）委員会には，高齢者虐待防止ネットワーク検討部会と安全・安心介護サービス向上検討

部会を置く。 

（４）委員長が必要と認めるときは，一部の委員による会議を開催することができる。 

 

６ 事務局 

  委員会の事務局は，保健福祉部長寿福祉課に置く。 

 

７ その他 

  この要項に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が別に定める。 

 

附則 

 この要項は，平成２１年１０月 １日から実施する。 

 この要項は，平成２６年 ４月 １日から実施する。 

 この要項は，平成２７年 ４月 １日から実施する。 
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人
 
博
慈
会
 

会
長
（
理
事
）

 
古
谷
 
博
 

8 
一
般
社
団
法
人
 

茨
城
県
介
護
老
人
保
健
施
設
協
会

 

介
護
老
人
保
健
施
設
 
平
成
園
 
理
事
長
 

小
柳
 
賢
時

 

9 
茨
城
県
地
域
密
着
型
介
護
サ
ー
ビ

ス
協
議
会
 

（
株
）
和
香
紗
 
在
宅
ケ
ア
セ

ン
タ
ー
わ
か
さ
 

（
介
護
支
援
専

門
員
）
 

大
友
啓
二
朗

 

10
 
学
識
経
験
者
（
権
利
擁
護
）
 

茨
城
大
学
 教

育
学
部
 

教
授
 

瀧
澤
 
利
行

 

◎
 

11
 
学
識
経
験
者
（
老
年
看
護
系
）
 

茨
城
県
立
医
療
大
学
 
 

保
健
医
療
学
部
 
看
護
学
科
 

准
教
授
 

安
川
 
揚
子

 

〇
 

12
 
法
務
省
水
戸
地
方
法
務
局
人
権
擁

護
課
 

法
務
省
水
戸
地
方
法
務
局
人
権

擁
護
課
 

人
権
擁
護
課
長

 
三
戸
 
誠
 

13
 
市
町
村
介
護
保
険
課
 

鉾
田
市
介
護
保
険
課
 

介
護
保
険
課
長

 
岡
崎
 
正
元
 

14
 
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
長
 

東
海
村
介
護
福
祉
課
 

地
域
包
括
支
援

セ
ン
タ
ー
長
 

藤
田
 
朋
子

 

15
 
茨
城
県
市
町
村
保
健
師
連
絡
協
議

会
 

高
萩
市
高
齢
福
祉
課
 

常
任
理
事
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

圷
 
仁
美
 

16
 
地
域
ケ
ア
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
 

小
美
玉
市
社
会
福
祉
協
議
会
 

美
野
里
支
所
 

地
域
ケ
ア
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

 

横
須
賀
 
優
 

17
 
茨
城
県
警
察
本
部
 

茨
城
県
警
察
本
部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生
活
安
全
部
人
身
安
全
対
策
課
 

課
長
補
佐
 

星
 
健
二
 

◎
委
員
長
，
〇
副
委
員
長
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